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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第12期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、新株引受権の残高はありますが、当期純損失が

計上されているため記載しておりません。 

３ 第16期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失であるため記載しており

ません。 

４ 第12期および第16期の自己資本利益率については、当期純損失が計上されているため、記載しておりませ

ん。 

５ 第12期の株価収益率については、当社株式は非上場であり、かつ店頭登録もしていないため期中平均株価を

把握できませんので、記載しておりません。 

６ 第16期の株価収益率については、当期純損失であるため、記載しておりません。 

７ 従業員数欄の[外書]は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。 

８ 第13期および第14期の各数値については、連結子会社を有していないため、記載しておりません。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第12期 第13期 第14期 第15期 第16期

決算年月 平成14年５月 平成15年５月 平成16年５月 平成17年５月 平成18年５月

売上高 (千円) 22,475,058 ― ― 36,191,948 25,218,825

経常利益または 
経常損失(△)

(千円) △473,076 ― ― 3,281,311 △3,341,650

当期純利益または 
当期純損失(△)

(千円) △1,000,645 ― ― 1,924,373 △5,686,070

純資産額 (千円) 5,657,149 ― ― 10,486,966 6,870,641

総資産額 (千円) 10,348,065 ― ― 18,411,388 20,744,903

１株当たり純資産額 (円) 559,006.88 ― ― 102,958.79 52,623.81

１株当たり当期純利益
または当期純損失(△)

(円) △98,878.03 ― ― 18,699.59 △56,409.99

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― 18,306.06 ―

自己資本比率 (％) 54.7 ― ― 57.0 33.1

自己資本利益率 (％) ― ― ― 18.4 ─

株価収益率 (倍) ― ― ― 18.0 ─

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 2,284,883 ― ― 4,246,498 △5,657,856

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △843,458 ― ― △441,313 △2,478,818

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △37,772 ― ― △2,210,297 9,954,389

現金および現金同等物 
の期末残高

(千円) 2,082,656 ― ― 7,985,099 9,802,813

従業員数 
[外、平均臨時 
雇用者数]

(名)
550 
[493]

―
[―]

―
[―]

1,757 
[766]

1,263
[482]



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第12期、第15期および第16期の持分法を適用した場合の投資利益については、連結財務諸表を作成している

ため、記載しておりません。 

３ 平成15年１月24日付で株式分割(普通株式１株を３株に分割)を実施しております。また、平成16年７月20日

付で株式分割(普通株式１株を３株に分割)を実施しております。なお、第13期および第15期の１株当たり当

期純利益については、それぞれの期首に分割が行われたものとして計算しております。 

４ 第14期の１株当たり配当額14,400円には、上場記念配当3,600円を含んでおります。 

回次 第12期 第13期 第14期 第15期 第16期

決算年月 平成14年５月 平成15年５月 平成16年５月 平成17年５月 平成18年５月

売上高 (千円) 22,093,107 23,263,803 25,198,918 35,864,818 25,638,407

経常利益 (千円) 35,647 1,539,599 1,927,206 3,397,254 364,792

当期純利益または 
当期純損失(△)

(千円) △1,664,011 670,404 1,209,269 2,196,804 △6,011,049

持分法を適用した 
場合の投資利益

(千円) ― 4,205 5,860 ― ―

資本金 (千円) 3,502,750 3,502,750 4,086,541 4,207,586 5,976,586

発行済株式総数 (株) 10,120 30,360 33,572 102,652 133,560

純資産額 (千円) 5,658,066 6,369,684 8,970,170 10,687,879 6,831,876

総資産額 (千円) 10,348,981 13,690,093 17,312,669 18,240,718 14,368,245

１株当たり純資産額 (円) 559,097.46 209,805.16 266,894.14 104,935.26 52,326.90

１株当たり配当額 
(内、１株当たり 
中間配当額)

(円) 
(円)

― 
(―)

―
(―)

14,400
(―)

6,000 
(―)

―
(―)

１株当たり当期純利益 
または当期純損失(△)

(円) △164,428.04 22,081.83 38,787.04 21,376.07 △59,634.02

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― 36,786.23 20,926.21 ―

自己資本比率 (％) 54.7 46.5 51.8 58.6 47.5

自己資本利益率 (％) ― 11.1 15.8 22.4 ─

株価収益率 (倍) ― ― 32.3 15.8 ─

配当性向 (％) ― ― 37.1 28.1 ─

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― 3,209,421 △413,009 ― ―

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― △244,871 △1,135,190 ― ―

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― 834,362 2,034,588 ― ―

現金および現金同等物 
の期末残高

(千円) ― 5,881,395 6,367,675 ― ―

従業員数 
[外、平均臨時 
雇用者数]

(名)
550 
[489]

736
[671]

916
[762]

811 
[502]

207
[ 4]



５ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、第12期および第13期については、新株引受権の残高はあ

りますが、当社株式は非上場であり、かつ店頭登録もしていないため期中平均株価を把握できませんので、

記載しておりません。 

６ 第12期および第16期の自己資本利益率ならびに第16期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、

当期純損失が計上されているため、記載しておりません。 

７ 第12期および第13期の株価収益率については、当社株式は非上場であり、かつ店頭登録もしていないため期

中平均株価を把握できませんので、記載しておりません。 

８ 第16期の株価収益率については、当期純損失であるため、記載しておりません。 

９ 第12期、第15期および第16期は、連結財務諸表を作成しているため、営業活動によるキャッシュ・フロー、

投資活動によるキャッシュ・フローおよび財務活動によるキャッシュ・フローは記載しておりません。 

10 従業員数欄の[外書]は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。 

  

２ 【沿革】 

 

平成２年 ６月 アルカリイオン整水器、一般家電、他健康美容関連商品の販売を目的として、大阪

府堺市に株式会社ネクサス(資本金10,000千円)を設立

平成５年 ３月 長距離回線取次事業を開始

11月 移動体通信事業を開始

平成６年 10月 ビジネスフォンの販売を開始

平成７年 ５月 当社直営の携帯電話販売店第１号店を開設

７月 複写機・ファクシミリの販売を本格化

平成９年 １月 本社を現所在地に移転

６月 東京営業所を開設

６月 名古屋営業所を開設

平成10年 １月 株式会社光通信と特約店契約を締結、携帯電話販売店を全国展開

平成11年 ８月 東京営業所を現所在地に移転

11月 渋谷営業所を開設

平成12年 ２月 名古屋営業所を現所在地に移転

10月 「ＰＣパック」(現「ＩＴソリューションパック」)の販売を開始

11月 インターネット広告代理店業務を開始

平成13年 ６月 ソフトバンク・インベストメント株式会社(現ＳＢＩホールディングス株式会社)ほ

か２社と合弁でエスビーアイ・プロモ株式会社(現ＳＢＩプロモ株式会社)を設立

平成14年 ６月 ブロードバンド専門店第１号店(ビービーショップ渋谷)を開設

８月 ブロードバンド回線取次事業を本格化

平成15年 ８月 通信サービスを始めとした複合型ショップ第１号店(エヌズプラザなんば)を開設

平成16年 ２月 ＪＡＳＤＡＱ市場へ上場

７月 子会社として株式会社エヌズファイナンス(現株式会社ネクサスファイナンス)を設

立、リース事業を開始

10月 Ｅコマース「Ｎ’ｓ ＳＴＲＥＥＴ」をオープン

12月 株式会社ジャスダック証券取引所に株式を上場

平成17年 ５月 子会社として株式会社ネクサスプロモーションアンドマーケティング（注）を設立

６月 子会社として株式会社ネクサスミュージック(現株式会社音空)を設立、音楽関連事

業を開始

12月 子会社として株式会社ネクサスリアルティを設立、不動産関連事業を開始

平成18年 ５月 ＳＢＩホールディングス株式会社に対し第三者割当増資を実施、金融商品・サービ

スの販売に関する業務提携契約を締結

(注) 平成18年６月１日に株式会社パーソナルワンに商号変更しました。



３ 【事業の内容】 

当社の企業集団は、平成18年５月31日現在、当社と連結子会社10社および持分法適用関連会社３社で構

成されており、「情報インフラ事業」、「法人ソリューション事業」、「ウェブ事業」、「ファイナンス

事業」および「その他の事業」を行っております。 

 また、当社は、ＳＢＩホールディングス株式会社の持分法適用関連会社であります。 

 なお、当連結会計年度から事業の種類別セグメントを変更し、「ファイナンス事業」を新たに区分して

おります。変更の詳細につきましては、「第５ 〔経理の状況〕  １ 〔連結財務諸表等〕 (1)

〔連結財務諸表〕  注記事項（セグメント情報） 」に記載のとおりであります。 

  

各事業の位置付けは、次のとおりです。 

  

(1)情報インフラ事業 

当事業では、当社店舗および代理店、街頭・店頭プロモーションでのＤＳＬサービス「Ｙａｈｏ 

ｏ！ ＢＢ」の加入取次、および当社店舗での移動体通信回線の加入取次と端末機の販売を行っており

ます。 

 なお、ＤＳＬサービスに関する業務は、平成18年５月31日に、株式会社ネクサスプロモーションアン

ドマーケティング（注１）および株式会社パーソナルワン（注２、３）より当社に、移動体通信に関す

る業務は、平成18年５月31日に、株式会社パーソナルワン（注２、３）より当社に、それぞれ移管して

おります。 

 また、ＦＴＴＨサービス「Ｙａｈｏｏ！ ＢＢ 光」の営業業務の請負は、当連結会計年度後半より取

り止めております。 

  

(2)法人ソリューション事業 

当事業では、ビジネスフォンや、複合機・ファクシミリ等のＯＡ機器を、主に中小企業向けに販売し

ております。また、ホームページ作成ソフトウェア「ＳＩＴＥ ＭＡＫＥＲ」や顧客管理ソフト、ポイ

ントカードシステム、パソコン等のハードウェア、レンタルサーバー、パソコン講習などを顧客のニー

ズに応じて組み合わせた独自のパッケージ商品「ＩＴソリューションパック」を、主に中小企業向けに

販売しております。 

 なお、当事業に関する業務は、平成18年５月31日に、株式会社ネクサスビジネスソリューション（注

３）より当社に移管しております。 

  



(3)ウェブ事業 

当事業では、インターネット広告代理業として、運営するメールマガジンや様々なウェブコンテンツ

を利用し、携帯電話向けを中心とした広告の配信を行っております。また、Ｅコマースとしてインター

ネットモール「Ｎ’ｓ ＳＴＲＥＥＴ」、ショッピングサイト「パケ☆コレ」を運営しております。 

 主要な関係会社は、ＳＢＩプロモ株式会社（注４）であります。 

 なお、当事業は、平成18年５月31日に、株式会社ネクサスウェブマーケティング（注３）より当社に

譲渡しております。 

  

(4)ファイナンス事業 

当事業では、未公開企業株式を中心とした投資、および環境保全・医療福祉関連製品を中心としたリ

ースを行っております。 

 主要な関係会社は、株式会社ネクサスファイナンスであります。 

  

(5)その他の事業 

その他の事業としましては、パソコンやＤＳＬサービス等の設置・設定代行や、パソコンのトラブル

対応、講習出張サービス、水廻りやカギ、ガラス等に関するサービスを提供するサービスサポート事

業、ＩＨクッキングヒーターやエコキュートなどのオール電化製品や太陽光発電システムの販売を行う

エコロジー事業、人材派遣事業、貸し音楽スタジオや音楽関連コンテンツの運営等を行うミュージック

事業、ゴルフ練習分析機器「Ｍｏｔｉｏｎ Ａｎａｌｙｚｅｒ」のレンタル事業等を行っております。 

 主要な関係会社は、株式会社ネクサスプロモーションアンドマーケティング（注１）、株式会社音空

（注５）および株式会社ゴルフスタジアム（注４）であります。 

 なお、サービスサポート事業は、平成18年５月31日に、株式会社ネクサスサービスマネジメント（注

３）より当社に譲渡しております。 

 また、エコロジー事業に関する業務は、平成18年５月31日に、株式会社パーソナルワン（注２、３）

より当社に移管しております。 

  

（注１） 平成18年６月１日に株式会社パーソナルワンに商号変更しました。 

（注２） 平成18年１月１日に株式会社ネクサスストアマネジメントより商号変更しました。 

（注３） 平成18年５月31日に解散決議しました。 

（注４） 持分法適用関連会社であります。 

（注５） 平成18年３月１日に株式会社ネクサスミュージックより商号変更しました。 

  



事業の系統図は次のとおりです。 

  
 

（注１） 持分法適用関連会社であります。 

（注２） 平成18年６月１日に株式会社パーソナルワンに商号変更しました。 

（注３） 平成18年３月１日に株式会社ネクサスミュージックより商号変更しました。 



４ 【関係会社の状況】 

  

(1) 連結子会社 

  

 
(注) １ 「主要な事業の内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２ 債務超過会社であり、債務超過額は1,854百万円であります。 

  

(2) 持分法適用関連会社 

  

 
(注) １ 「主要な事業の内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２ ブリーズウェイ株式会社は、平成18年２月に設立しております。 

  

(3) その他の関係会社 

 
(注) １ 「主要な事業の内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２ 有価証券報告書の提出会社であります。 

名称 住所
資本金又は 
出資金 
(百万円)

主要な事業の内容
議決権の所有割合

(％)
関係内容

株式会社 
ネクサスファイナンス

大阪市中央区 290 ファイナンス事業 100.0 役員の兼任 ２名

株式会社 
ネクサスプロモーション
アンドマーケティング

大阪市中央区 35 情報インフラ事業 100.0
当社のプロモーショ
ンを請負っておりま
す。

株式会社 
音空

東京都渋谷区 120 その他の事業 100.0 役員の兼任 ２名

株式会社 
ネクサスビジネスソリュ
ーション（注２）

大阪市中央区 135 法人ソリューション事業 100.0 ―

その他 ６社 ― ― ― ― ―

名称 住所
資本金又は 
出資金 
(百万円)

主要な事業の内容
議決権の所有割合

(％)
関係内容

ＳＢＩプロモ株式会社 東京都港区 110 ウェブ事業 30.0 役員の兼任 １名

株式会社 
ゴルフスタジアム

東京都千代田区 191 その他の事業 26.7 役員の兼任 １名

ブリーズウェイ株式会社 
（注）２

東京都千代田区 135 その他の事業 38.5 役員の兼任 １名

名称 住所
資本金又は 
出資金 
(百万円)

主要な事業の内容
議決権の所有割合
又は被所有割合

(％)
関係内容

ＳＢＩホールディングス
株式会社（注）２

東京都港区 54,286 その他の事業 被所有  23.3 ―



５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年５月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 従業員数欄の〔外書〕は、臨時従業員の当連結会計年度の平均雇用人員(１日８時間換算)を外数で記載して

おります。 

３ 全社(共通)は、総務および経理等の管理部門の従業員であります。 

４ 従業員数が前連結会計年度と比較して正社員が494名、臨時従業員が284名減少しておりますが、主な要因

は、子会社における事業の休止・変更によるものであります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年５月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 従業員数欄の〔外書〕は、臨時従業員の当期の平均雇用人員(１日８時間換算)を外数で記載しております。

３ 平均年間給与は、賞与および基準外賃金を含んでおります。 

４ 従業員数が前事業年度と比較して正社員が604名、臨時従業員が498名減少しておりますが、主な要因は、当

社の各子会社への転籍によるものであります。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

情報インフラ事業 286〔 153〕

法人ソリューション事業 582〔 267〕

ウェブ事業 89〔 1〕

ファイナンス事業 ５〔 1〕

その他の事業 94〔 56〕

全社(共通) 207〔 4〕

合計 1,263〔 482〕

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

   207〔 4〕 32.0 3.4 5,538,304



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

①全般の概況 

当連結会計年度におけるわが国の経済は、企業収益の改善や設備投資の増加、個人消費の持ち直し

などにより、景気は回復基調が続きました。 

 このような状況の中で、当社グループは、既存事業においては取扱商材・サービスの選択と集中を

進めつつ、新たな分野へと事業領域を拡大し、既存の収益基盤の育成と、新たな収益機会の創出に努

めてまいりました。 

 事業別では、前連結会計年度に開始し、全国規模で展開しておりました日本テレコム株式会社の提

供する固定電話サービス「おとくライン」の加入取次を、当連結会計年度前半に取り止めました。そ

の後の対応といたしましては、主に中小企業向けの「ＩＴソリューションパック」の販売およびＥコ

マースの出店獲得に営業人員をシフトすることで、「おとくライン」の売上減少をカバーすべく取り

組みましたが、販売組織の再編、教育等に予想以上に時間を要することとなったため、結果として十

分な成果を得ることができませんでした。また、同じく売上規模の拡大を目指し、新規事業分野へ参

入しましたが、立ち上げの過程において費用が先行する結果となりました。 

 以上の結果、当連結会計年度の売上高は252億18百万円（前年同期比30.3％減）となり、大幅減少

となりました。 

 利益面では、営業損益につきましては、販売費および一般管理費は削減に努めたことで191億91百

万円（前年同期比16.4％減）となりましたが、売上高の減少の影響が大きく、32億22百万円の損失

（前連結会計年度は33億46百万円の利益）となりました。 

 経常損益につきましては、営業外費用として投資損失や持分法投資損失などを計上したことによ

り、33億41百万円の損失（前連結会計年度は32億81百万円の利益）となりました。 

 当期純損益につきましては、特別利益として投資有価証券売却益５億11百万円を計上しましたが、

特別損失として「おとくライン」等の販売の取り止めに関する事業廃止損失11億26百万円のほか、サ

ーバー機器のリース解約損６億９百万円等を計上したことなどにより、56億86百万円の損失（前連結

会計年度は19億24百万円の利益）となりました。 

 また、財務基盤の強化と今後の新規事業開発の推進を目的として、ＳＢＩホールディングス株式会

社に対し、平成18年５月30日に総額34億98百万円の第三者割当増資を実施いたしました。 

  



②事業の種類別セグメントの概況 

当連結会計年度における当社グループの事業セグメントは、移動体通信、ブロードバンドサービス

の加入取次事業を中心とした「情報インフラ事業」、ビジネスフォン、ＯＡ機器、「ＩＴソリューシ

ョンパック」（ソフトウェア等を独自に組み合わせたパッケージ商品）の法人向け販売事業を中心と

した「法人ソリューション事業」、広告代理業やＥコマースの運営を中心とした「ウェブ事業」、投

資事業、リース事業を中心とした「ファイナンス事業」、および「その他の事業」に区分しておりま

す。 

 なお、「ファイナンス事業」は、当連結会計年度より事業活動を本格的に開始したことから、新た

に区分しております。 

事業の種類別セグメントの概況は次のとおりであります。 

  

〔情報インフラ事業〕 

携帯電話につきましては、市場の成熟化により大きな需要の変動はなく、前連結会計年度に比べ売

上高は若干減少しました。 

 ＤＳＬサービス「Ｙａｈｏｏ！ ＢＢ」につきましては、前連結会計年度に引き続き店舗、代理

店、街頭プロモーションによる販売を精力的に行い、前連結会計年度に比べ売上高は増加しました。

 ＦＴＴＨサービス「Ｙａｈｏｏ！ ＢＢ 光」の集合住宅向け営業請負につきましては、当連結会計

年度後半に取り止めることとなりましたが、前連結会計年度に「おとくライン」の加入取次を行って

いた人員をシフトし当連結会計年度前半まで行ったことで、前連結会計年度に比べ売上高は増加しま

した。 

 この結果、当事業の連結売上高は99億43百万円（前年同期比55.9％減）、営業損益は５億円の損失

（前連結会計年度は40億97百万円の利益）となりました。 

  

〔法人ソリューション事業〕 

ビジネスフォンにつきましては、当連結会計年度後半に対象顧客の絞り込みを行ったことなどによ

り、前連結会計年度に比べ売上高は減少しました。 

 「ＩＴソリューションパック」につきましては、前連結会計年度に「おとくライン」の加入取次を

行っていた人員を当商材の販売へシフトして営業体制を強化し、前連結会計年度に比べ売上高は増加

しました。また、業種別のソリューションパックの開発を行いました。 

 この結果、当事業の連結売上高は106億44百万円（前年同期比1.6％減）、営業損益は13億24百万円

の損失（前連結会計年度は31億17百万円の利益）となりました。 

  



〔ウェブ事業〕 

インターネット広告につきましては、前連結会計年度から引き続きメールマガジンやウェブ媒体を

活用した広告配信を行いましたが、Ｅコマースへ経営資源を集中したことで、前連結会計年度に比べ

売上高は減少しました。 

 Ｅコマースにつきましては、インターネットモール「Ｎ’ｓ ＳＴＲＥＥＴ」のテレビＣＭ放映な

どプロモーションを強化する一方、前連結会計年度に「おとくライン」の加入取次を行っていた人員

を出店営業へシフトし、さらに新出店プランを投入するなど営業体制とサービス拡大を図り、前連結

会計年度に比べ売上高は増加しました。 

 この結果、当事業の連結売上高は17億90百万円（前年同期比27.2％減）、営業損益は８億56百万円

の損失（前連結会計年度は２億15百万円の損失）となりました。 

  

  〔ファイナンス事業〕 

当事業は当連結会計年度より本格的に開始しており、投資事業につきましては、未公開企業を中心

として株式等の取得および売却を行いました。 

 リース事業につきましては、法人ソリューション事業に対するリースサービスの提供をはじめ、ソ

フトバンクＢＢ株式会社向けの無線ＴＶチューナーのほか、社会貢献を視野に入れた廃食油再生燃料

化装置などの環境保全関連製品や無呼吸症候群検査器等の医療福祉関連製品などのリース取り扱いを

行いました。 

 この結果、当事業の連結売上高は13億28百万円、営業利益は４億40百万円となりました。 

  

〔その他の事業〕 

サポート事業につきましては、主として引き続き法人ソリューション事業の「ＩＴソリューション

パック」の設置・設定、講習サービスを行う一方で、ソフトバンクＢＢ株式会社より、ＤＳＬサービ

ス「Ｙａｈｏｏ！ ＢＢ」の設置・設定に関するオンサイトサポート業務を受注するなど受託先の開

拓を進め、前連結会計年度に比べ売上高は増加しました。 

 その他の新規事業としましては、オール電化製品、太陽光発電システムの一般消費者向け訪問販売

を行うエコロジー事業、営業・マーケティングに特化した人材派遣事業、貸し音楽スタジオ３店舗の

運営を中心としたミュージック事業を開始しました。 

 この結果、当事業の連結売上高は15億11百万円（前年同期比287.7％増 ）、営業損益は２億48百万

円の損失（前連結会計年度は９億46百万円の損失）となりました。 

  

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度末における現金および現金同等物（以下「資金」という。）は、98億２百万円となり

ました。 

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動の結果使用した資金は56億57百万円（前連結会計年度に得られた資金は42億46百万円）と

なりました。これは主に税金等調整前当期純損失の計上、営業投資有価証券の増加および売上債権の

減少によります。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動の結果使用した資金は24億78百万円（前連結会計年度に使用した資金は４億41百万円）と

なりました。これは主に子会社および営業拠点新設に伴う固定資産取得、保証金の差入による支出、

投資有価証券の売却による収入によります。 

  

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動の結果得られた資金は99億54百万円（前連結会計年度に使用した資金は22億10百万円）と

なりました。これは主に第三者割当増資による払込み、運転資金の借入および利益配当金の支払、自

己株式の購入を行ったことによります。 

  

  



２ 【仕入および販売の状況】 

  

  

  

(1) 仕入実績 

当連結会計年度における仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

  

 
(注) １ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 上記の金額には、支払手数料を含めております。 

  

(2) 販売実績 

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

  

 
(注) １ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２ 前連結会計年度および当連結会計年度における主な相手先別販売実績および当該販売実績の総販売実績に対

する割合は次のとおりであります。 

  

 
３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業の種類別セグメント

当連結会計年度
(自 平成17年６月１日
至 平成18年５月31日)

仕入高(千円) 前年同期比(％)

情報インフラ事業 4,550,008 △12.6

法人ソリューション事業 2,548,332 △9.7

ウェブ事業 852,099 △52.8

ファイナンス事業 551,449 ─

その他の事業 1,092,678 261.0

合計 9,594,568 △5.4

事業の種類別セグメント

当連結会計年度
(自 平成17年６月１日
至 平成18年５月31日)

販売高(千円) 前年同期比(％)

情報インフラ事業 9,943,598 △55.9

法人ソリューション事業 10,644,406 △1.6

ウェブ事業 1,790,979 △27.2

ファイナンス事業 1,328,755 ─

その他の事業 1,511,085 287.7

合計 25,218,825 △30.3

相手先
前連結会計年度 当連結会計年度

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

三洋電機クレジット株式会社 4,855,949 13.4 4,083,289 16.2

ＮＥＣリース株式会社 1,442,974 4.0 3,252,021 12.9

ソフトバンクＢＢ株式会社 2,790,874 7.8 3,176,414 12.6



３ 【対処すべき課題】 

当社グループが対処すべき課題は次のとおりであると認識しております。 

①当社グループ全般の課題 

・商材の開発・開拓について 

当連結会計年度におきましては、商品サイクルが短く、通信キャリアの戦略変更等の影響を強く受

ける情報インフラ事業では、「おとくライン」の加入取次およびＦＴＴＨの営業請負を取り止めまし

た。また、法人ソリューション事業においては新タイプの「ＩＴソリューションパック」など新たな

商材を投入しましたが、開発や販売組織の立ち上げの遅れにより販売計画が未達成となっており、新

たな商材やアライアンスの開発・開拓が課題となっております。 

 次期につきましては、このような状況を鑑みて、商材の企画・開発体制の確立、販売計画の精度向

上を図ります。既に、ＳＢＩホールディングス株式会社との業務提携を進めておりますが、その他の

サプライヤー・メーカー等とのアライアンスを強化することで、新商材の開発・開拓を推進する考え

であります。 

  

・事業推進体制の整備について 

当連結会計年度におきましては、事業環境や市場の変化への弾力的な対応と、各事業における専門

性の向上、各事業間シナジーの最大化等を目的にグループ経営を推進してまいりましたが、ノウハウ

や責任の分散、重複業務の発生など、一部において結果的に非効率を招くこととなりました。 

 そこで、当社グループの主たる事業およびグループ内子会社を再度統合し、当社において一元的か

つ集中的に事業を管理できる体制に戻すとともに、事業体制のスリム化による重複業務の排除や、経

費の徹底した見直しを行うことで、固定費の削減を進めてまいりました。 

 次期につきましても、固定費削減を中心とした持続的なコスト構造改革を進めつつ、事業集約によ

り当社の強みであるマーケティング力の強化に今一度注力する方針であります。 

  

・コンプライアンス体制および内部管理体制の整備について 

当連結会計年度におきましては、コンプライアンス委員会を組織し、グループ全体のコンプライア

ンスに関する方針や戦略の策定を推進するとともに、社長直轄のコンプライアンス室が中心となって

コンプライアンス体制の整備を進めてまいりました。 

 金融商品・サービスの販売分野への参入など、今後さらに信頼性や業務適正性が求められる中、平

成18年６月より、コンプライアンスを含めたグループ全体の内部管理体制、リスク管理体制をより一

層強化すべく、新たにコンプライアンス本部を設置し、配下にコンプライアンス室、内部統制室、法

務室を配置し、各室が相互に密接に連携できる体制を整えました。コンプライアンス委員会の監督の

もと、このコンプライアンス本部がグループ全体のコンプライアンスおよび内部管理を統制し、対策

の計画、実施、内部監査室との連携による監査、改善を継続的に行い、グループ全体のコンプライア

ンス体制および内部管理体制を一元的に整備してまいります。 

  



②事業の種類別セグメントの課題 

事業の種類別セグメントの課題は次のとおりであります。 

〔情報インフラ事業〕 

携帯電話の販売につきましては、移動体通信の契約数が9,000万件を超え、市場は成熟期にあると

言えますが、一方では端末機の高機能化や番号ポータビリティの開始などを背景に、買い替え需要は

堅調に推移するものと思われます。当社におきましては、販売店舗ごとのコスト管理をさらに徹底

し、生産性の向上を図りつつ、差別化のための店舗サービスの向上に注力いたします。 

 ＤＳＬサービス「Ｙａｈｏｏ！ ＢＢ」の加入取次につきましては、代理店の開拓と販促を強化す

るとともに、街頭プロモーションにおいてはスタッフ育成に努め、獲得件数の増加を図ります。 

  

〔法人ソリューション事業〕 

前連結会計年度までは、ビジネスフォン、ＯＡ機器等のハード商材の売上が過半数を占めておりま

したが、当連結会計年度より、ホームページ作成管理ソフトを中心としたソリューション商材「ＩＴ

ソリューションパック」の販売へと集中を進め、新たに業種別のパッケージの開発を行いました。今

後もあらゆるニーズに対応する商品ラインナップを拡充することで、売上規模の拡大を目指します。

 また、これまでは新規顧客の獲得が中心でありましたが、既存顧客との継続取引をより増やすた

め、顧客サポート体制と二次営業体制を強化する方針であります。 

  

〔ウェブ事業〕 

当連結会計年度におきましては、Ｅコマース「Ｎ’ｓ ＳＴＲＥＥＴ」の営業体制を拡大し、集中

を進めました。この「Ｎ’ｓ ＳＴＲＥＥＴ」の他社Ｅコマースとの差別化、ユーザーの獲得、出店

者数（商品数）の増加が課題であり、サービスの企画、および販促を強化し、収益の向上に注力いた

します。 

  

〔ファイナンス事業〕 

当事業は、株式市場の変動影響を顕著に受けやすい投資事業の比重が大きく、中長期的な安定収益

を得るためには事業ポートフォリオの分散が必要であります。このため、リース事業の規模を拡大し

安定化を図るとともに、当連結会計年度に準備を進めたファイナンシャル・サービス事業を早急に立

ち上げます。また、事業拡大においては、より厳正なキャッシュ・フロー管理と機動的な資金調達が

必要不可欠であり、事業の進捗に応じて的確に対処する方針であります。 

 さらに、備えるべき資産ポートフォリオのリスク管理能力の向上と内部牽制機能等の充実に努め、

提携先であるＳＢＩホールディングス株式会社をはじめとした外部との連携強化により、既存事業の

育成・強化と新規事業の確立を推進してまいります。 

  

〔その他の事業〕 

サービスサポート事業につきましては、消費者向けの生活サポートを大幅に縮小し、企業からのサ

ポート業務請負の獲得に注力いたします。また、当連結会計年度に開始したエコロジー事業（オール

電化製品や太陽光発電システムの販売）等の事業につきましては、厳正な採算管理のもと、新たな成

長基盤となるべく、早期立ち上げに注力いたします。 

  

  

  



  

４ 【事業等のリスク】 

当社グループの経営成績および財政状態等に影響を及ぼす可能性のある主なリスクは以下のとおりであ

ります。 

 なお、記載した事項およびその内容につきましては、当連結会計年度末（平成18年５月31日）において

当社グループが判断したものであり、当社グループに関するすべてのリスクを網羅したものではありませ

ん。 

  

(１)事業の種類別セグメントに関するリスク 

①情報インフラ事業 

キャリア（通信事業者）が提供する通信・情報サービスの加入取次やプロモーション・営業の請負

に関して、キャリアとの間で定められるコミッション料率等に変動がある場合や、キャリアの販売戦

略の変更のほか、何らかの理由によって契約が解除された場合、当社グループの業績に影響を与える

可能性があります。 

 また、キャリアとの契約において、顧客の短期解約により、既に収受しているコミッションを返金

する義務が定められている場合、解約率の変動により当社グループの業績に影響が及ぶ可能性があり

ます。 

 また、撤退せざるを得ない事業が発生した場合、当社グループの業績に影響を与える可能性があり

ます。 

  

②法人ソリューション事業 

特定の業種の不振により影響を受けることはありませんが、産業全体が低迷し、中小企業の設備投

資意欲が減退すると、販売量の減少や価格競争により、当社グループの業績に影響を与える可能性が

あります。 

  

③ウェブ事業 

当事業におきましては、参入障壁が低いため、競争の激化によってコンテンツやユーザーの囲い込

みが困難となる可能性があります。また、価格競争が激しくなった場合には、当社グループの業績に

影響を与える可能性があります。 

  

④ファイナンス事業 

株式市況の低迷や、投資先の経営状況の悪化あるいは破綻などにより、保有する営業投資有価証券

の評価減が発生した場合、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

  

⑤その他の事業 

通信機器および通信サービスの設置設定等に関するサービスサポート事業においては、業務受託先

との間の契約内容の変更や、業務受託先の事業戦略の変更などにより契約が解除された場合、当社グ

ループの業績に影響を与える可能性があります。 

  

(２)新規事業の開始に関するリスク 

当社グループは情報通信関連以外の事業領域において新規事業を開始し、事業の多角化と規模の拡大

を図り、収益力を強化する考えです。新規事業の開始にあたっては、最新時点で入手可能な情報に基づ



き十分なマーケット調査等を行った上で事業化を図ってまいりますが、事業開始後の環境変化等の影

響で当初見込んだとおりの成果が得られず、撤退せざるを得ない事業が発生した場合や、関係会社を清

算または譲渡せざるを得ない状況となった場合、当社グループの業績に影響を与える可能性がありま

す。 

  

(３)その他のリスク 

①法的規制 

当社グループは「電気通信事業法」「同施行規則」等の法的規制を受けております。一方通信事業

者等の代理店としては社団法人電気通信事業者協会が定める「代理店の営業活動に対する倫理要領」

の他、「電気通信事業における個人情報保護に関するガイドライン」「不当景品類及び不当表示防止

法」「特定商取引に関する法律」等の法的規制を受けており、当社グループはこれら法的規制を遵守

し、合法かつ規範的に企業活動を行っております。しかし、これらの法的規制が変更または強化され

た場合には、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

  

②株式の希薄化 

当社は、当社ならびに子会社の役員および従業員に対して、経営の参画意識および事業に対する貢

献意欲を高めることを期待して、ストックオプション等のインセンティブプランを導入しておりま

す。これらインセンティブプランが行使された場合には、当社の１株当たりの株式価値は希薄化し、

株価形成に影響を及ぼす可能性があります。 

  



５ 【経営上の重要な契約等】 

(１) 業務委託契約等 

  

 
（注）ＢＢテクノロジー株式会社は、平成17年12月１日にソフトバンクＢＢ株式会社から新設分割し、当社とソフト

バンクＢＢ株式会社間の契約を包括的に承継しております。 

  

(２) 解約 

以下の契約は、平成18年３月31日に解約しております。 

  

 
  

６ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  

７ 【財政状態および経営成績の分析】 

 文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末（平成18年５月31日）現在において当社グループの判断

したものであります。 

(１)重要な会計方針および見積もり 

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき

作成しております。この連結財務諸表の作成にあたっては、当連結会計年度末（平成18年５月31日）現

在の判断に基づく見積もり計算を含んでおります。 

詳細につきましては、「第５ 経理の状況 １.(１) 連結財務諸表 連結財務諸表作成のための基

本となる重要な事項」に記載しております。 

  

契約会社名 相手先 契約の内容 契約期間

株式会社ネクサス ＫＤＤＩ株式会社

ＫＤＤＩ株式会社が提供する電気通信サービス契約の取次
等に関する業務委託契約および商品の売買基本契約。当社
は取次等の業務遂行の対価として一定の手数料を受け取
り、商品売買の対価として代金を支払うことになっており
ます。

自 平成14年４月１日
至 平成15年３月31日 
以降１年毎の自動更新

株式会社ネクサス ボーダフォン株式会社

ボーダフォン株式会社が提供する携帯電話サービス契約の
取次等に関する業務委託契約および携帯電話機および付属
品の売買基本契約。当社は取次等の業務遂行の対価として
一定の手数料を受け取り、商品売買の対価として代金を支
払うことになっております。

自 平成14年11月１日
至 平成15年３月31日 
以降１年毎の自動更新

株式会社ネクサス ＢＢテクノロジー株式会社

専属販売員が駅、街頭、店頭等においてヤフー株式会社お
よびＢＢテクノロジー株式会社が共同で提供するブロード
バンドサービス契約の販売をすることおよびその販売態勢
を監理・監督する業務を受託する契約。当社は販売の監
理・監督等の対価として一定額の手数料等を受け取ること
になっております。

自 平成18年４月１日
至 平成18年６月30日

株式会社ネクサス
ＢＢテクノロジー株式会社 
（注）

ヤフー株式会社およびＢＢテクノロジー株式会社が共同で
提供するブロードバンドサービス契約の取次等に関する業
務委託契約。当社は取次等の業務遂行の対価として一定率
の手数料を受け取ることになっております。

自 平成15年６月１日
至 平成17年５月31日 
以降１年毎の自動更新

株式会社ネクサス
株式会社 
ジェイ・コミュニケーション

株式会社ジェイ・コミュニケーションが卸売りする「携帯
電話端末機」及び関連機器の日本国内における販売および
「移動体電話端末機」に関するサービス契約の最終顧客獲
得のための営業活動に関する契約。当社は取次等の業務遂
行の対価として一定の手数料を受け取り、商品売買の対価
として代金を支払うことになっております。

自 平成12年９月29日
至 平成14年９月28日 
以降１年毎の自動更新

株式会社ネクサス
サクサビジネスシステム株式
会社

サクサビジネスシステム株式会社が卸売りをするビジネス
フォンおよび関連機器の購入に関する契約。当社は商品売
買の対価として代金を支払うことになっております。

自 平成10年４月１日
至 平成11年３月31日 
以降１年毎の自動更新

株式会社ネクサス 日本テレコム株式会社
日本テレコム株式会社が提供する電話会社固定サービスの
取次等に関する業務委託契約。当社は取次等の業務遂行の
対価として一定の手数料を受取ることになっております。

自 平成16年６月１日
至 平成16年９月30日 
以後１年毎の自動更新

契約会社名 相手先 契約の内容 契約期間

株式会社ネクサス
ジーイーキャピタルリーシン
グ株式会社

当社とジーイーキャピタルリーシング株式会社は資産圧縮
のために平成14年５月24日にリース契約を締結いたしまし
た。その内容は当社の本社に存在する大型サーバ２台（サ
ンマイクロシステムズ株式会社製Ｅ10000及びＥ4501他）
のリースに関する契約となっておりました。

平成14年５月24日から
120ヶ月



(２)当連結会計年度の経営成績 

①売上高 

当連結会計年度における売上高は、252億18百万円（前年同期比30.3％減）となりました。事業の

種類別セグメントの売上高は、情報インフラ事業99億43百万円（前年同期比55.9％減）、法人ソリュ

ーション事業106億44百万円（前年同期比1.6％減）、ウェブ事業17億90百万円（前年同期比27.2％

減）、ファイナンス事業13億28百万円、その他の事業15億11百万円（前年同期比287.7％増）となり

ました。 

  

②販売費および一般管理費 

販売費および一般管理費の主な内訳は次のとおりとなりました。 

 当連結会計年度における従業員数は1,745名（臨時従業員含む）で人件費は99億57百万円となりま

した。販売促進費は、売上高の減少により９億79百万円となりました。支払手数料は、業務委託の減

少により22億08百万円となりました。賃借料は、子会社設立により13億91百万円となりました。 

  

③営業外損益・特別損益 

特別損益につきましては、投資有価証券の一部を売却したことによる投資有価証券売却益５億11百

万円、事業廃止に伴う事業廃止損失11億26百万円、リースを解約したことによるリース解約損６億９

百万円などを計上しております。 

  

④当期純損失 

以上の結果、当連結会計年度の当期純損失は56億86百万円となりました。 

 1株当たり当期純損失は56,409円99銭となりました。 

  

(３)経営成績に重要な影響を与える要因について 

情報インフラ関連商材を中心とした商材の取扱開始または休止・取り止め、キャリア・メーカーなど

のサプライヤーとの関係全般が経営成績に重要な影響を与える要因となります。 

  



(４)戦略的現状と見通し 

情報インフラ事業につきましては、当連結会計年度に引き続き携帯電話販売、ＤＳＬサービス「Ｙａ

ｈｏｏ！ＢＢ」の加入取次を行います。 

 法人ソリューション事業につきましては、中小企業の根強いＩＴ化推進のニーズに対応した「ＩＴソ

リューションパック」を主力商材として、業種別パックや電話収容システムなどの機能追加、アフター

サービスの充実も図り、顧客ニーズに対応したトータルソリューションへの転換を進めます。 

 ウェブ事業につきましては、インターネットモール「Ｎ’ｓ ＳＴＲＥＥＴ」を中核サービスとし

て、ポイント端末の活用を提案することで他社との差別化を図る計画です。 

 ファイナンス事業につきましては、投資事業は市場環境や経済情勢等の影響を大きく受けるため、リ

ース事業を拡大し安定化を図るとともに、金融商品・サービスの販売を新たに開始し、事業規模を拡大

する計画であります。 

 その他の事業につきましては、エコロジー関連商材の販売を強化し、さらにミュージック事業等を本

格化させることで、収益力を強化する計画であります。 

  

  

(５)資本の財源および資金の流動性についての分析 

①資産の部 

流動資産においては、主に現金及び預金98億12百万円（前連結会計年度80億15百万円）および売上

債権16億89百万円（前連結会計年度26億96百万円）により、当連結会計年度の流動資産は149億84百

万円（前連結会計年度129億31百万円）となりました。 

 固定資産においては、主に器具備品26億69百万円（前連結会計年度６億１百万円）、ソフトウェア

７億68百万円（前連結会計年度８億32百万円）および差入保証金13億97百万円（前連結会計年度17億

30百万円）により、固定資産は57億60百万円（前連結会計年度54億80百万円）となりました。 

 以上の結果、当連結会計年度の総資産は207億44百万円となりました。 

  

②負債の部 

流動負債においては、主に短期借入金45億円、一年以内返済予定長期借入金14億11百万円（前連結

会計年度10億22百万円）および未払金18億11百万円（前連結会計年度16億９百万円）により、流動負

債は97億36百万円となりました。 

 固定負債においては、主に長期借入金34億７百万円（前連結会計年度５億84百万円）により、固定

負債は41億37百万円となりました。 

 以上の結果、当連結会計年度の負債合計は138億74百万円となりました。 

  

③純資産の部 

第三者割当増資に伴い純資産合計は68億70百万円となりました。 

  

  



④資金の流動性 

当連結会計年度における、流動比率は153.9％、当座比率は144.3％となりました。 

  

⑤キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度末における現金および現金同等物（以下「資金」という。）は、98億２百万円となり

ました。 

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動の結果使用した資金は56億57百万円（前連結会計年度に得られた資金は42億46百万円）と

なりました。これは主に税金等調整前当期純損失の計上、営業投資有価証券の増加および売上債権の

減少によります。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動の結果使用した資金は24億78百万円（前連結会計年度に使用した資金は４億41百万円）と

なりました。これは主に子会社および営業拠点新設に伴う固定資産取得、保証金の差入による支出、

投資有価証券の売却による収入によります。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動の結果得られた資金は99億54百万円（前連結会計年度に使用した資金は22億10百万円）と

なりました。これは主に第三者割当増資による払込み、運転資金の借入および利益配当金の支払、自

己株式の購入を行ったことによります。 

  

キャッシュ・フローの指標トレンド 

  

 
自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

※平成15年５月期及び平成16年５月期は連結財務諸表を作成しておりませんので、指標は記載しておりませ

ん。 

※平成14年５月期の時価ベースの自己資本比率については、当社株式は非上場でありかつ店頭登録もしていな

いため記載しておりません。 

※有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っている全ての負債を対象として

おります。 

※営業キャッシュ・フローおよび利払いは、連結キャッシュ・フロー計算書に計上されている「営業活動によ

るキャッシュ・フロー」および「利息の支払額」を用いております。 

  

平成14年５月期 平成15年５月期 平成16年５月期 平成17年５月期 平成18年５月期

自己資本比率(％) 54.7 ― ― 57.0 33.1

時価ベースの自己
資本比率(％)

― ― ― 186.1 65.0

債務償還年数(年) 0.8 ― ― 0.4 ─

インタレスト・カ
バレッジ・レシオ

36.0 ― ― 81.2 ─



(６)経営者の問題認識と今後の方針について 

当社グループでは、情報インフラ事業、法人ソリューション事業、ウェブ事業、ファイナンス事業、

その他の事業において、積極的な事業活動を展開するために効率的な組織体制の構築と優秀人材の育成

が必要であると考えており、全力をあげて取り組んでまいります。 

なお、重点指針については、「３．対処すべき課題」に記載しております。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当連結会計年度の設備投資額（有形固定資産の他、ソフトウェア等への投資を含む。）の総額は31億40

百万円であり、事業の種類別セグメントの設備投資について示すと、次のとおりであります。 

  

(1) 情報インフラ事業 

当連結会計年度の主な設備投資は、子会社の営業拠点全国展開に伴う設備を中心とする総額57百万円

の投資を実施しました。 

  

(2) 法人ソリューション事業 

当連結会計年度の主な設備投資は、子会社の営業拠点全国展開に伴う設備を中心とする総額18百万円

の投資を実施しました。 

  

(3) ウェブ事業 

当連結会計年度の主な設備投資はありません。 

  

(4) ファイナンス事業 

当連結会計年度の主な設備投資は、リース事業を中心とする総額24億95百万円の投資を実施しまし

た。 

  

(5) その他の事業 

当連結会計年度の主な設備投資は、スタジオVOX及び複合カフェ事業を中心とする総額５億３百万円

の投資を実施しました。 

  

(6) 全社共通 

当連結会計年度の主な設備投資は、予算編成システムの開発等を中心とする総額65百万円の投資を実

施しました。 

  

  



２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

平成18年５月31日現在 

 
(注) １ CS、MOV、BB及びN'sは携帯電話、ブロードバンド関連商材の販売店舗の略称であり、それぞれCS＝キャリア

ショップ、MOV＝MOVショップ、BB＝BBショップ、N's＝エヌズプラザであります。 

２ 金額は帳簿価額であり、消費税等は含まれておりません。 

３ 子会社にレンタルしている事業所の設備についての記載を含んでおります。 

４ 従業員数は就業人員であり、臨時従業員は〔 〕内に、年間平均雇用人数を外数で記載しております。使用

人兼務取締役は含まれておりません。 

５ 上記の他、連結会社以外からの主要な賃借およびリース資産は、次のとおりであります。 

  

事業所名 
(所在地)

事業の種類別セグメント
の名称

設備の
内容

帳簿価額(単位：千円)
従業
員数 
(名)

建物 器具備品
ソ フ ト ウ ェ
ア・ソフトウ
ェア使用権

合計

本 社 
(大阪市中央区)

情報インフラ事業、法
人ソリューション事
業、ウェブ事業、その
他の事業、管理部門

事務所 20,458 284,640 711,033 1,016,131
165

〔  ４〕

名古屋営業所 
(名古屋市中区)

情報インフラ事業、法
人ソリューション事業

事務所 3,251 11,229 ― 14,480
６

〔 ─〕

東京営業所 
(東京都港区)

法人ソリューション事
業

事務所 7,866 22,791 ― 30,657
32

〔 ─〕

渋谷営業所 
(東京都渋谷区)

情報インフラ事業、ウ
ェブ事業

事務所 2,449 11,404 ― 13,853
４

〔 ─〕

福岡事業所 
(福岡市中央区)

法人ソリューション事
業

事務所 446 11,598 ― 12,045
０

〔 ─〕

静岡事業所 
(静岡市駿河区)

法人ソリューション事
業

事務所 ― 2,698 ― 2,698
０

〔 ─〕

広島事業所 
(広島市中区)

法人ソリューション事
業

事務所 185 5,816 ― 6,001
０

〔 ─〕

仙台事業所 

(仙台市青葉区)
法人ソリューション事
業

事務所 ― 3,408 ― 3,408
０

〔 ─〕

その他事業拠点 

(全国18拠点)
情報インフラ事業 事務所 9,870 27,398 ― 37,267

０
〔 ─〕

ＣＳ

auショップ 
門前仲町店 
(他３店舗)

情報インフラ事業 ショップ 10,994 7,151 ― 18,145
０

〔 ─〕

auショップ 
天六店 
(他14店舗)

情報インフラ事業 ショップ 29,037 13,792 ― 42,830
０

〔 ─〕

vodafoneショッ
プ勝川店

情報インフラ事業 ショップ 754 782 ― 1,536
０

〔 ─〕

ＭＯＶ
福島大開店 
(他１店舗)

情報インフラ事業 ショップ 981 1,086 ― 2,067
０

〔 ─〕

ＢＢ
吉祥寺店 
(他１店舗)

情報インフラ事業 ショップ 3,575 1,180 ― 4,756
０

〔 ─〕

N's

渋谷店 情報インフラ事業 ショップ 12,282 3,081 ― 15,363
０

〔 ─〕

難波店 
(他２店舗)

情報インフラ事業 ショップ 10,587 8,215 ― 18,803
０

〔 ─〕

スタジオ 
ＶＯＸ

中野店 その他の事業 ショップ ― 98 ― 98
０

〔 ─〕

谷町四丁目店 

(他１店舗)
その他の事業 ショップ ― 1,120 ― 1,120

０
〔 ─〕

自遊空間 国分寺店 その他の事業 ショップ 19,701 46,071 ― 65,772
０

〔 ─〕



 
  

(2) 国内子会社 

  

 
(注) １ 金額は帳簿価額であり、消費税等は含まれておりません。 

２ 従業員数は就業人員であり、臨時従業員は〔 〕内に、年間平均雇用人数を外数で記載しております。使用

人兼務取締役は含まれておりません。 

３ 株式会社ネクサスファイナンスの器具備品（ ）内は、連結会社以外へ賃貸している設備の帳簿価額（内

書）を示しております。 

  

  

事業所名(所在地)
事業の種類別セグメント

の名称
設備の内容 数量・面積(㎡)

リース期間
（年）

年間賃借料又は 
リース料(千円)

摘要

本 社 
(大阪市中央区)

情報インフラ事業、法
人ソリューション事
業、ウェブ事業、その
他の事業、管理部門

建物 5,378 ― 282,009 賃借

器具備品等 ― ３年～５年 137,599 リース

名古屋営業所 
(名古屋市中区)

情報インフラ事業、法
人ソリューション事業

建物 1,152 ― 82,834 賃借

器具備品等 ― ３年～５年 8,741 リース

東京営業所 
(東京都港区)

法人ソリューション事
業

建物 1,999 ― 199,537 賃借

器具備品等 ― ３年～５年 6,071 リース

渋谷営業所 
(東京都渋谷区)

情報インフラ事業、ウ
ェブ事業

建物 915 ― 89,673 賃借

器具備品等 ― ３年～５年 16,282 リース

福岡事業所 
(福岡市中央区)

法人ソリューション事
業

建物 444 ― 21,421 賃借

器具備品等 ― ３年～５年 1,440 リース

静岡事業所 
(静岡市駿河区)

法人ソリューション事
業

建物 274 ― 12,932 賃借

器具備品等 ― ３年～５年 957 リース

広島事業所 
（広島市中区)

法人ソリューション事
業

建物 204 ― 9,267 賃借

器具備品等 ― ３年～５年 2,023 リース

仙台事業所 
(仙台市青葉区)

法人ソリューション事
業

建物 562 ― 25,486 賃借

器具備品等 ― ３年～５年 2,723 リース

その他事業拠点 
(18拠点)

情報インフラ事業

建物 3,725 ― 158,173 賃借

器具備品等 ― ３年～５年 5,876 リース

会社名
事業所名 
(所在地)

事業の種 
類別セグ 
メントの 
名称

設備の内容

帳簿価額(千円)

従業員数
(名)

建物 器具備品

ソフトウェ
ア・ソフト
ウェア使用
権

合計

株式会社音空
スタジオVOX谷
四店(他2店舗)

その他の
事業

店舗 259,160 9,733 61,676 330,570
12
〔49〕

株式会社ネク
サスファイナ
ンス

本社 
(大阪市中央区)

ファイナ
ンス事業

リース・
レンタル
資産

―
2,196,654
(2,195,820)

53,723 2,250,377
５
〔１〕



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

設備投資については、景気予測、業界動向、投資効率等を総合的に勘案して策定しております。 

平成18年５月31日現在の重要な設備の新設および除却の計画は次のとおりであります。 

  

(1) 重要な設備の新設等 

  

 
(注) 上記金額に消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

該当事項はありません。 

会社名
事業所名 
(所在地)

事業別の 
名称

設備の 
内容

投資予定額
資金調達
方法

着手年月
完了予定 
年月

完成後の
増加能力総額

(千円)
既支払額
(千円)

提出会社
本社 

（大阪市中央
区）

ウェブ事業

Ｅ コ マ ー ス
「Ｎ’s ＳＴ
ＲＥＥＴ」シ
ョッピングシ
ステム

150,000 ─ 自己資金
平成18年
８月

平成19年 
１月

掲載商品数
の増加等

株式会社
音空

本社 
（東京都渋谷
区）

その他の事業

音楽スタジオ
予約・オーデ
ィション情報
発信システム

28,000 ─ 自己資金
平成18年
６月

平成18年 
８月

掲載情報数
の増加等



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
(注) 提出日現在発行数には、平成18年８月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権等の権利行使によ

り発行された株式数は、含まれておりません。 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

商法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法律(平成13年法律第129号)第19

条第２項の規定により新株予約権付社債とみなされる新株引受権の残高、新株引受権の権利行使により

発行する株式の発行価格、資本組入額は、次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 上記の無担保新株引受権付社債は、成功報酬型ワラントであります。 

２ 第５回無担保新株引受権付社債は、当社ならびに子会社の取締役および従業員の一部計48名に対し支給して

おります。 

３ 第５回の無担保新株引受権付社債の行使価格は、平成15年１月24日付の株式分割により、850,000円から

283,333円に、資本組入額は、425,000円から141,667円に、また、平成16年７月20日付の株式分割により、

行使価格は94,444円に、資本組入額は、47,222円にそれぞれ調整されております。 

  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 364,320

計 364,320

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成18年５月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年８月30日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 133,560 133,560
ジャスダック
証券取引所

完全議決権株式であり、権
利内容に何ら限定のない当
社における標準となる株式

計 133,560 133,560 ― ―

第５回無担保新株引受権付社債
(平成13年９月28日)

事業年度末現在 
(平成18年５月31日)

提出日の前月末現在
(平成18年７月31日)

新株引受権の残高 
(千円)

7,650 7,650

新株引受権の権利行
使により発行する株
式の発行価格(円)

94,444 94,444

資本組入額(円) 47,222 47,222



平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく特別決議による新株予約権 

(平成15年８月28日 定時株主総会 特別決議) 

  
事業年度末現在
(平成18年５月31日)

提出日の前月末現在 
(平成18年７月31日)

新株予約権の数(個)(注)１ 1,296 同左

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株)(注)１ 1,296 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円)(注)２ 100,000 同左

新株予約権の行使期間
自 平成17年10月１日
至 平成24年９月30日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株
式の発行価格および資本組入額(円)

発行価格    100,000
資本組入額  50,000

同左

新株予約権の行使の条件

①新株予約権者は、権利行使
時においても、当社または
当社の子会社の取締役、監
査役もしくは従業員の地位
にあることを要す。ただ
し、任期満了による退任、
定年退職その他正当な理由
がある場合はこの限りでは
ない。
②新株予約権者に法令、定款
もしくは社内規則に違反す
る行為があった場合または
新株予約権者が当社と競業
関係にある会社の取締役、
監査役、使用人、嘱託、顧
問またはコンサルタントと
なった場合等、新株予約権
の発行の目的上、新株予約
権者に本新株予約権を行使
させることが相当でないと
される事由が生じた場合
は、新株予約権を行使でき
ないものとする。
③新株予約権の譲渡、質入そ
の他一切の処分は認められ
ないものとする。
④新株予約権者が死亡した場
合は、その相続人による本
新株予約権の相続を認め
る。ただし、当社と新株予
約権者との間で締結する
「新株予約権割当契約」に
規定する契約に定める条件
による。
⑤新株予約権者は、新株予約
権の全部または一部を行使
することができる。
⑥権利行使価額の１年間の合
計額は、金1,200万円を超
えてはならない。
⑦その他の条件については、
当社と新株予約権者との間
で締結する「新株予約権割
当契約」に定めるところに
よる。

同左



 
(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は１株であります。 

２ 新株予約権の行使時の払込金額は、平成16年７月20日付の株式分割により、300,000円から100,000円に調整

されております。 

３ 新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により調整し、調整により生ず

る１円未満の端数は切り上げる。 

 
  なお、各新株予約権行使時の払込金額を下回る払込金額で新株式を発行する場合(株式分割・新株予約権の

権利行使の場合を除く)には、払込金額を次の算式をもって調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切

り上げる。 

 
  上記のほか、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場合、その他これらの場合

に準じ、払込金額の調整を必要とする場合には、必要かつ合理的な範囲で、払込金額は適切に調整されるも

のとする。 

  

事業年度末現在
(平成18年５月31日)

提出日の前月末現在 
(平成18年７月31日)

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するに
は取締役会の承認を要す
る。

同左

代用払込みに関する事項 ─ ─

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

調整後払込金額 ＝
既発行株式数×調整前の払込金額＋新発行株式数×１株当たり払込金額

既発行株式数 ＋ 新発行株式数



(平成16年８月25日 定時株主総会 特別決議) 

  
事業年度末現在
(平成18年５月31日)

提出日の前月末現在 
(平成18年７月31日)

新株予約権の数(個)(注)１ 1,460 同左

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 1,460 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円) 497,490 同左

新株予約権の行使期間
自 平成18年９月１日
至 平成22年７月31日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株
式の発行価格および資本組入額(円)

発行価格    497,490
資本組入額 248,745

同左

新株予約権の行使の条件

①新株予約権者は、権利行使
時においても、当社または
当社の子会社の取締役、監
査役もしくは従業員の地位
にあることを要す。ただ
し、任期満了による退任、
定年退職その他正当な理由
がある場合はこの限りでは
ない。
②新株予約権者に法令、定款
もしくは社内規則に違反す
る行為があった場合または
新株予約権者が当社と競業
関係にある会社の取締役、
執行役員、監査役、使用
人、嘱託、顧問またはコン
サルタントとなった場合
等、新株予約権の発行の目
的上、新株予約権者に本新
株予約権を行使させること
が相当でないとされる事由
が生じた場合は、新株予約
権を行使できないものとす
る。
③新株予約権の譲渡、質入そ
の他一切の処分は認められ
ないものとする。
④新株予約権者が死亡した場
合は、その相続人による本
新株予約権の相続を認め
る。ただし、後記⑥に定め
る条件による。
⑤新株予約権者は、新株予約
権の全部または一部を行使
することができる。
⑥その他の条件については、
当社と新株予約権者との間
で締結する契約に定めると
ころによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するに
は取締役会の承認を要す
る。

同左

代用払込みに関する事項 ─ ─



(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は１株であります。 

２ 新株予約権の行使時の払込金額は、平成18年５月30日付の第三者割当増資により、510,000円から497,490円

に調整されております。 

３ 新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により調整し、調整により生ず

る１円未満の端数は切り上げる。 

 
  また、新株予約権発行日以降、当社が時価を下回る価額で、新株を発行する場合または自己株式を処分する

場合（株式分割、新株予約権の権利行使の場合を除く。）は、次の算式により１株当たりの払込金額を調整

し、調整による１円未満の端数は切り上げる。 

 
  上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とし、自己株式の処分を行う場合には「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株当たり払込金額」を

「１株当たり処分金額」と読み替えるものとする。 

  また、新株予約権発行日以降、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本新株予約権が継承される場

合、当社が他社と株式交換を行い完全親会社となる場合、または当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場

合、資本減少を行う場合、当社は必要と認める払込金額の調整を行うことができるものとする。 

  

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

調整後払込金額 ＝
調整前 
払込金額

×

既発行 
株式数

＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

１株当たりの時価

既発行株式数 ＋ 新規発行による増加株式数



(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
(注) １ 株式分割(１：３) 

２ 資本準備金の減少は欠損塡補によるものであります。 

３ 株式公開に伴う有償一般募集(ブックビルディング方式)による新株発行 

 
４ 平成16年３月１日から平成16年５月31日までの間に、新株引受権の行使により、発行済株式総数が、1,212

株、資本金が201,291千円及び資本準備金が205,322千円増加しております。 

５ 株式分割(１：３) 

６ 平成16年６月１日から平成17年５月31日までの間に、新株引受権の行使により、発行済株式総数が、1,936

株、資本金が121,044千円および資本準備金が123,469千円増加しております。 

７ 有償第三者割当 

  発行価額   114,700円 

資本組入額   57,350円 

割当先    ＳＢＩホールディングス株式会社 

８ 平成17年６月１日から平成18年５月31日までの間に、新株引受権の行使により、発行済株式総数が、408

株、資本金が19,824千円および資本準備金が20,020千円増加しております。 

  

(4) 【所有者別状況】 

平成18年５月31日現在 

 
(注) １ 自己株式3,000株は、「個人その他」に3,000株含まれております。 

２ 上記「その他の法人」には、証券保管振替機構名義の株式が３株含まれております。 

  

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成15年１月24日(注)１ 20,240 30,360 ― 3,502,750 ― 3,376,150

平成15年８月28日(注)２ ― 30,360 ― 3,502,750 △560,737 2,815,412

平成16年２月27日(注)３ 2,000 32,360 382,500 3,885,250 584,700 3,400,112

平成16年３月１日～ 
平成16年５月31日(注)４

1,212 33,572 201,291 4,086,541 205,322 3,605,435

平成16年７月20日(注)５ 67,144 100,716 ― 4,086,541 ― 3,605,435

平成16年６月１日～ 
平成17年５月31日(注)６

1,936 102,652 121,044 4,207,586 123,469 3,728,904

平成18年５月30日(注)７ 30,500 133,152 1,749,175 5,956,761 1,749,175 5,478,079

平成17年６月１日～ 
平成18年５月31日(注)８

408 133,560 19,824 5,976,586 20,020 5,498,099

発行価格 520,000円

引受価格 483,600円

発行価額 382,500円

資本組入額 191,250円

区分

株式の状況

単元未満株
式の状況 
(株)

政府及び 
地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数 
(人)

─ 10 23 89 19 6 10,200 10,347 ―

所有株式数 
(株)

─ 8,495 3,541 45,594 3,092 14 72,824 133,560 ―

所有株式数 
の割合(％)

─ 6.36 2.65 34.14 2.31 0.01 54.53 100.00 ―



(5) 【大株主の状況】 

平成18年５月31日現在 

 
(注) １ 上記のほか、当社所有の自己株式3,000株があります。 

２ 前事業年度末現在主要株主でなかったＳＢＩホールディングス株式会社は、当事業年度末より新たに主要株

主となりました。 

  

  

氏名または名称 住所
所有株式
数 
(株)

発行済株式総数
に対する 

所有株式数の割
合(％)

ＳＢＩホールディング
ス株式会社

東京都港区六本木一丁目６番１号 30,500 22.83

白 木 政 宏 大阪府堺市 14,475 10.83

有限会社エヌディー
大阪府堺市西区浜寺石津町東２丁10番13
号

13,562 10.15

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目2-10 7,160 5.36

山 本 正 雄 大阪府堺市 1,000 0.74

マネックス証券株式会
社自己

東京都千代田区丸の内１丁目11番地１号 845 0.63

ス テート ストリー
ト バンク アンド ト
ラスト カンパニー 
505019( 常 任 代 理 人 
株式会社みずほコーポ
レート銀行兜町証券決
済業務室)

AIB International Centre P.O.BOX 518 IFSC Dublin, Ireland
(東京都中央区日本橋兜町６番７号)

742 0.55

ザ チェース マンハッ
タン バンク エヌエ
イ ロンドン(常任代
理人 株式会社みずほ
コーポレート銀行兜町
証券決済業務室)

Woolgate House, Coleman Street London EC2P 2HD, England
(東京都中央区日本橋兜町６番７号)

662 0.49

イー・トレード証券株
式会社自己融資口

東京都港区六本木１丁目６番１号 640 0.47

倉 重 直 子 東京都中央区 606 0.45

計 ― 70,192 52.55



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年５月31日現在 

 
（注）「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が3株（議決権の数３個）含まれ

ております。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年５月31日現在 

 
  

 第三者割当増資により発行した株式について 

 平成18年５月30日第三者割当増資により発行した株式の取得者ＳＢＩホールディングス株式会社から、安定株主

として２年以上保有していただく旨の確認書を得ております。なお、当該株式について発行日である平成18年５月

30日から有価証券報告書の提出日までの間に、ＳＢＩホールディングス株式会社による株式の移動は行われており

ません。 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式 

普通株式 3,000 ―

完全議決権株式(その他)  
普通株式 130,560 130,560 同上

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 133,560 ― ―

総株主の議決権 ― 130,560 ―

所有者の氏名 
または名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
株式会社ネクサス

大阪市中央区農人橋一丁目
１番22号(大江ビル７階)

3,000 ― 3,000 2.24

計 ― 3,000 ― 3,000 2.24



(7) 【ストックオプション制度の内容】 

当社はストックオプション制度を採用しております。当該制度は平成13年改正旧商法第280条ノ20及

び第280条ノ21の規定に基づき、新株予約権を付与する方式によるものであり、当該制度の内容は次の

とおりであります。 

  

 
  

 
  

決議年月日 平成15年８月28日

付与対象者の区分および人数
当社取締役 ７名
当社監査役 ４名
当社従業員 107名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 ─

決議年月日 平成16年８月25日

付与対象者の区分および人数

 

当社取締役 ５名
当社監査役 ４名
当社従業員 233名
子会社従業員 46名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 ─



２ 【自己株式の取得等の状況】 
    
【株式の種類等】 

旧商法第211条ノ３第１項第２号の規定に基づく取締役会決議による普通株式の取得 

(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

 該当事項はありません。 

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

旧商法第211条ノ３第１項第２号の規定に基づく取締役会決議による普通株式の取得 

  

 
  

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

 該当事項はありません。 

  

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

  

 

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

取締役会(平成17年９月30日)での決議状況 
(取得期間 平成17年10月５日～平成17年12月26日)

2,000 600,000

当事業年度前における取得自己株式 ─ ─

当事業年度における取得自己株式 2,000 482,408

残存決議株式の総数及び価額の総額 0 117,592

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 0 19.60

当期間における取得自己株式 ─ ─

提出日現在の未行使割合(％) 0 19.60

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

株式数(株)
処分価額の総額 
(千円)

引き受ける者の募集を行った 
取得自己株式

─ ─ ─ ─

消却の処分を行った取得自己株式 ─ ─ ─ ─

合併、株式交換、会社分割に係る 
移転を行った取得自己株式

─ ─ ─ ─

その他 ─ ─ ─ ─

保有自己株式数 3,000 ─ 3,000 ―



３ 【配当政策】 

当社は、株主価値の向上に努めることを基本方針とし、企業価値の向上による株主・ステークホルダー

の皆様への適正な利益の還元を経営上の重要な政策の一つと考えております。  

株主の皆様に対する配当金につきましては、企業体質の強化、将来の事業展開に向けた内部留保の充実

および業績、配当性向や中長期的な安定的配当の継続等を総合的に勘案し、決定する方針であります。 

 当期の配当につきましては、当期純損失の計上に至ったため、無配とすることを決定しました。 

なお、当社は、「取締役会の決議によって、毎年11月30日を基準日として中間配当をすることができ

る。」旨を定款に定めております。 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

 
(注) １ 最高・最低株価は、平成16年12月13日よりジャスダック証券取引所におけるものであり、それ以前は日本証

券業協会の公表によるものであります。なお、平成16年12月13日より、日本証券業協会の登録を取り消し、

株式会社ジャスダック証券取引所に上場しております。 

  また、平成16年２月27日付けをもって同協会に株式を登録いたしましたので、それ以前の株価については該

当事項はありません。 

２ ※印は、株式分割による権利落後の株価であります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

回次 第12期 第13期 第14期 第15期 第16期

決算年月 平成14年５月 平成15年５月 平成16年５月 平成17年５月 平成18年５月

最高(円) ― ―
1,980,000
472,000※

800,000 367,000

最低(円) ― ―
638,000
413,000※

290,000 87,600

月別 平成17年12月 平成18年１月 ２月 ３月 ４月 ５月

最高(円) 257,000 220,000 160,000 153,000 182,000 166,000

最低(円) 191,000 151,000 87,600 88,300 105,000 98,000



５ 【役員の状況】 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(株)

代表取締役 
会長兼社長

白 木 政 宏 昭和38年４月12日生

昭和59年４月 大阪東芝家電販売株式会社入社

14,475

平成２年６月 当社設立 代表取締役社長(現任)

平成17年６月 株式会社ネクサスミュージック

（現株式会社音空）代表取締役

平成17年８月 当社代表取締役会長兼社長（現

任）

平成18年５月 株式会社音空代表取締役（現任）

取締役 山 元 秀 樹 昭和28年７月11日生

昭和56年６月 株式会社チェック・アウト設立 

代表取締役

546

平成８年２月 当社入社

平成８年12月 当社経営企画室長

平成11年12月 当社経営戦略本部長

平成12年８月 当社取締役経営戦略本部長

平成12年９月 当社常務取締役財務統括兼経営企

画担当

平成15年６月 当社取締役常務執行役員

平成18年５月

平成18年６月

株式会社ネクサスファイナンス代

表取締役（現任）

当社取締役（現任）

取締役
ＷＥＢ 
事業部長

宮 﨑   明 昭和39年10月29日生

昭和63年４月 日興證券株式会社(現株式会社日

興コーディアルグループ)入社

406

平成９年９月 当社入社

平成10年６月 当社移動体西日本事業部長

平成10年８月 当社取締役移動体西日本事業部長

平成12年６月 当社営業推進本部長

平成12年８月 当社取締役営業推進本部長

平成15年６月 当社取締役常務執行役員プロモー

ション本部長

平成17年６月 当社取締役事業戦略本部長

平成18年５月 株式会社音空代表取締役（現任）

平成18年６月 ＷＥＢ事業部長(現任)

取締役

法人事業部長、
エコロジー事業
部長、情報通信
事業部長

香 川   等 昭和40年６月13日生

昭和63年４月 日興證券株式会社(現株式会社日

興コーディアルグループ)入社

406

平成８年９月 有限会社オアシスコーポレーショ

ン入社

平成８年９月 当社入社

平成10年10月 当社移動体HIT SHOP営業部長

平成10年12月 当社取締役移動体通信事業部中日

本営業部長

平成12年６月 当社ショップ営業本部長

平成12年８月 当社取締役ショップ営業本部長

平成15年６月 当社取締役常務執行役員プロダク

ト本部長

平成17年６月 当社取締役営業統括本部長

平成18年６月 当社取締役法人事業部長、エコロ

ジー事業部長、情報通信事業部長

（現任）

株式会社パーソナルワン代表取締

役（現任）



役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(株)

取締役
コンプライアン
ス本部長

一 宮 正 幸 昭和45年３月19日生

平成３年２月 株式会社エマーズ入社

81

平成７年２月 当社入社

平成12年８月 当社法人営業本部長

平成13年８月 当社取締役法人営業本部長

平成15年６月 当社取締役執行役員ＣＳ推進室長

平成16年６月 当社取締役執行役員ＣＳ推進室

長、総務人事本部長

平成17年６月 当社取締役執行役員管理本部長

平成18年６月 当社取締役コンプライアンス本部

長（現任）

取締役 中 川  隆 昭和38年９月６日

昭和62年４月 株式会社富士銀行入行

─

平成11年４月 ソフトバンク・ファイナンス株式

会社（現ソフトバンク・エーエム

株式会社）入社

平成12年６月 ソフトバンク・インベストメント

株式会社（現ＳＢＩホールディン

グス株式会社）入社

平成14年８月 同社執行役員

平成14年８月 当社取締役

平成14年12月 ソフトバンク・インベストメント

株式会社（現ＳＢＩホールディン

グス株式会社）取締役

平成15年６月 同社取締役執行役員

平成17年６月 ＳＢＩベンチャーズ株式会社（現

ソフトバンク・インベストメント

株式会社）取締役執行役員常務

平成18年６月 ＳＢＩホールディングス株式会社

取締役（現任）

平成18年７月 ソフトバンク・インベストメント

株式会社 代表取締役執行役員Ｃ

ＯＯ（現任）

平成18年８月 当社取締役（現任）

取締役 菅 井 清 一 昭和37年８月13日

昭和62年４月 キヤノン株式会社入社

─

平成４年９月 ソフトバンク株式会社入社

平成11年４月 ソフトバンク・ファイナンス株式

会社（現ソフトバンク・エーエム

株式会社）入社

平成15年７月 ベネフィット・システムズ株式会

社（現ＳＢＩベネフィット・シス

テムズ株式会社）監査役（現任）

平成16年６月 ソフトバンク・ファイナンス株式

会社（現ソフトバンク・エーエム

株式会社）法務部長

平成17年７月 ＳＢＩホールディングス株式会社

法務部部長（現任）

平成18年６月 ＳＢＩプランナーズ株式会社監査

役（現任）

平成18年８月 当社取締役（現任）



 
(注) １．監査役 森田弘昭、大谷康弘は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

２．取締役 中川 隆、菅井清一、大和竜一は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(株)

取締役 大 和 竜 一 昭和39年12月３日

昭和63年４月 株式会社足利銀行入行

─

平成13年６月 ソフトバンク・インベストメント

株式会社（現ＳＢＩホールディン

グス株式会社）入社

平成17年６月 アイトリックス株式会社取締役

（現任）

平成17年７月 ソフトバンク・インベストメント

株式会社入社 インキュベーショ

ン部次長（現任）

平成17年８月 スカイウェイブ株式会社取締役

（現任）

平成18年２月 ＳＢＩビジネス・ソリューション

ズ株式会社監査役（現任）

平成18年６月 株式会社ラストリゾート取締役

（現任）

平成18年８月 当社取締役（現任）

常勤監査役 島 原 文 雄 昭和20年11月30日生

平成14年３月 松下電器産業株式会社退職

─

平成14年10月 当社入社 

経営管理本部財務経理部長

平成17年７月 当社財務経理本部副本部長兼経理

部長

平成18年８月 当社監査役（現任）

監査役 森 田 弘 昭 昭和11年４月17日生

昭和35年４月 野村證券株式会社(現野村ホール

ディングス株式会社)入社

72

平成元年６月 野村ファイナンス株式会社取締役

平成３年７月 株式会社森田・栗山事務所

平成12年４月 アイピーオー総合研究所株式会社 

取締役会長(現任)

平成12年６月 当社監査役(現任)

監査役 大 谷 康 弘 昭和41年２月13日

平成２年10月 太田昭和監査法人(現新日本監査

法人)入所

9

平成12年３月 同監査法人退職

平成12年４月 大谷公認会計士事務所開設同所長

平成12年８月 当社監査役(現任)

平成13年８月 株式会社関西ベンチャーインキュ

ベート代表取締役(現任)

計 15,995



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

  

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社グループは、「新しい商品・サービスを提供する事業を通じて未来社会の創造に寄与することを

使命と考え、社会との絆を大切にし、夢と希望を追い求める企業を目指す」を経営理念として掲げてお

ります。この経営理念実現のためには、コーポレート・ガバナンスの確立が不可欠であると認識してお

り、適正・適法な意思決定および業務執行、並びに監督体制を確立し、経営の健全性を高めることに注

力しております。 

  

(コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況) 

ａ．会社の経営上の意思決定、執行および監督に係わる経営管理組織、その他のコーポレート・ガバ

ナンスの状況 

 当社の業務執行・監視・内部統制の概要は以下のとおりです。 

  

①会社機関の内容 

・ 取締役会 

取締役会は、平成18年５月31日現在、取締役５名で構成されており、５名全員が連結子

会社の取締役を兼任しております。当社の経営管理組織として、経営方針・経営戦略・事

業計画など経営に関する重要な意思決定を行っており、各子会社における業務運営につい

ても適切な報告および審議がなされる体制となっております。当事業年度においては30回

開催しております。 

 なお、平成18年８月30日時点で、取締役は社外取締役３名を含む８名となっておりま

す。 

  

・ 監査役会 

原則として月１回開催される監査役会は、社外監査役２名を含む３名で構成され、所要

の決議、協議を行うほか、当社および連結子会社の取締役から職務の執行状況の報告を受

けるとともに、意見交換を活発に行い、監査機能の充実に努めております。当事業年度に

おいては14回開催しております。 

  

・ グループ経営会議 

当社および連結子会社の取締役で構成するグループ経営会議では、グループ全体の業務

執行に関する報告や、業績に関する報告を行っております。また、経営の重要事項の決定

に関しては、グループ経営会議において事前に十分な議論を行った後に、取締役会に諮っ

ております。当事業年度においては７回開催しております。 

  

②内部統制システムおよびリスク管理体制の整備の状況 

当社は、当社グループのコーポレート・ガバナンスの確立のため、業務の適正性を確保すること

が経営上の重要な事項であると認識しており、内部管理機能の充実を図るため以下のような体制を

整備しております。 

  

【内部牽制組織】 

・コンプライアンス委員会 



当社は、従業員の職務の執行が、法令および当社定款に適合することを確保するため、コ

ンプライアンス委員会を設置しております。 

 同委員会は、子会社の管理専門部署との連携により、各子会社の業務部門への統制機能の

強化を図るなど、当社および子会社のコンプライアンスに関する取り組みを横断的に統括す

るとともに、従業員に対し、適時啓蒙活動や研修等を実施しております。 

 また、外部機関を窓口とした「企業倫理ホットライン」と社内の「従業員相談窓口」を設

置し、従業員が直接情報提供を行う手段を確保しております。 

  

・内部監査室 

社長直轄の内部監査室は、コンプライアンス委員会と連携し、業務執行の妥当性、法令お

よび定款や規程の遵守状況について、当社および子会社の横断的な監査を定期的に実施して

おります。また、監査後は速やかに監査報告書を作成し、社長およびグループ経営会議へ報

告を行っております。また、監査役会と連携することで、内部牽制が十分に機能するように

努めております。 

  

【組織上の業務部門及び管理部門の配置状況】 

経理、財務、人事、総務、法務、情報システム等の管理部門については、各子会社に設置

せず、当社に設置することにより、業務執行の効率性と公正性の向上を図るとともに、監

視・牽制機能を強化しております。また、各子会社に社長直轄の管理専門部署を設置し、コ

ンプライアンス委員会と連携することで、各子会社の業務部門への統制機能の充実を図って

おります。 

  



なお、当社グループの内部管理体制を模式図で示しますと、以下の通りであります。 

 

  

【社内規程の整備状況】 

当社は、当社および子会社の事業運営の基本方針である経営理念実現のために、役職員が職務執

行において法令、定款および正しい価値観・倫理観に適合した行動をとるよう、当社および子会社

共通の「行動規範」および「行動指針」を定め、企業活動の基本としております。 

 また、組織関連の規程である「組織規程」「業務分掌規程」「稟議規程」「職務権限規程」「関

係会社管理規程」等と、業務関連の規程である「文書管理規程」「経理規程」「販売管理規程」

「内部監査規程」等とを連携して運用することにより、円滑かつ効率的な内部管理と、内部牽制機

能の充実、リスク管理の強化を図っております。 

 また、子会社における職務の執行につきましては、「関係会社管理規程」において、一定の事項

については当社への報告事項とし、一定の基準を満たすものについては当社が承認することと規定

しております。 

  

③内部監査および監査役監査、会計監査の状況 

・ 内部監査 

社長直轄の部署として内部監査室（３名）を設置し、当社および子会社の業務が法令、

定款、諸規程ならびに業務手順書等に基づき、適法・適正かつ効率的に行われているかを

検証しております。監査終了後は速やかに監査報告書を作成し、代表取締役および子会社

の代表取締役へ報告を行っております。また、監査役や会計監査人と連携することで、内

部牽制が十分機能するように努めております。 

  



・ 監査役監査 

監査役は、監査方針、監査計画に基づき、共同であるいは分担して監査業務を遂行して

おります。監査役は経歴的にもそれぞれの専門分野で豊富な経験と見識を有しており、代

表取締役、各取締役とも定期的に面談し、意見交換を行っております。また、内部監査室

との連携としては、監査計画の提出を求め、３ヶ月に１回監査役会にて監査結果の報告を

受けております。会計監査人との連携としては、所定の報告を求めるほか、半期に１回を

目処に意見交換を行っております。 

  



・ 会計監査 

会計監査は新日本監査法人に依頼しており、下記の公認会計士により監査業務が執行さ

れております。 

  

業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人名および継続監査年数 

  

 
(注) １ 継続監査年数については、全員７年以内であるため、記載を省略しております。 

２ 同監査法人はすでに自主的に業務執行社員について、当社の会計監査に一定期間を超えて関与することのな

いよう措置をとっております。 

  

監査業務に係る補助者の構成 

公認会計士 ８名 会計士補 ９名  

  

④役員報酬および監査報酬の内容 

当事業年度における当社の取締役および監査役に対する役員報酬は、次のとおりです。 

  

 
  

当事業年度における監査法人に対する監査報酬は、次のとおりであります。 

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 30,000千円 

上記以外の業務に基づく報酬              1,800千円 

（注）なお、公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬以外の報酬は、内部統制評価に関する勉強会の

講師料等であります。 

  

ｂ．会社と会社の社外取締役および社外監査役の人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害

関係の概要 

該当事項はありません。 

公認会計士の氏名等 所属する監査法人名

指 定 社 員 
業務執行社員

高橋嗣雄

新日本監査法人市田 龍

渡部 健

区 分

社内取締役 社外取締役 社内監査役 社外監査役 計

支給人員 
(名)

支給額 
(百万円)

支給人員 
(名)

支給額
(百万円)

支給人員
(名)

支給額
(百万円)

支給人員
(名)

支給額
(百万円)

支給人員 
(名)

支給額
(百万円)

定款又は株
主総会決議
に基づく報
酬

５ 141 － － １ 14 ２ 12 ８ 168

利益処分に
よる役員賞
与

５ 19 － － １ １ ３ ０ ９ 21

株主総会決
議に基づく
退職慰労金

－ － － － １ ８ － － １ ８

計 － 160 － － － 25 － 12 － 197



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省

令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前連結会計年度(平成16年６月１日から平成17年５月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則

に基づき、当連結会計年度(平成17年６月１日から平成18年５月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

ただし、前連結会計年度(平成16年６月１日から平成17年５月31日まで)については、「財務諸表等の

用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第

５号)附則第２項のただし書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、第15期事業年度(平成16年６月１日から平成17年５月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に

基づき、第16期事業年度(平成17年６月１日から平成18年５月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に

基づいて作成しております。 

ただし、第15期事業年度(平成16年６月１日から平成17年５月31日まで)については、「財務諸表等の

用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第

５号)附則第２項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成16年６月１日から平成17年５月

31日まで)および当連結会計年度(平成17年６月１日から平成18年５月31日まで)の連結財務諸表並びに第

15期事業年度(平成16年６月１日から平成17年５月31日まで)および第16期事業年度(平成17年６月１日か

ら平成18年５月31日まで)の財務諸表について、新日本監査法人により監査を受けております。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  
前連結会計年度
(平成17年５月31日)

当連結会計年度 
(平成18年５月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 8,015,099 9,812,813

 ２ 受取手形及び売掛金 2,696,071 1,689,890

 ３ 営業投資有価証券 626,265 1,938,169

 ４ たな卸資産 307,244 608,974

 ５ 前払費用 817,448 759,059

 ６ 繰延税金資産 533,300 ―

 ７ その他 24,960 409,199

   貸倒引当金 △89,206 △233,479

   流動資産合計 12,931,184 70.2 14,984,626 72.2

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物 264,205 601,664

    減価償却累計額 133,784 130,420 210,061 391,602

  (2) 器具備品 1,130,275 3,557,285

    減価償却累計額 528,342 601,933 887,519 2,669,765

  (3) 建設仮勘定 60,693 ―

   有形固定資産合計 793,047 4.3 3,061,368 14.8

 ２ 無形固定資産

  (1) ソフトウェア 832,384 768,899

  (2) その他 28,303 58,192

   無形固定資産合計 860,687 4.7 827,091 4.0

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 ※１ 1,211,777 349,419

  (2) 長期前払費用 840,469 86,631

  (3) 差入保証金 1,730,307 1,397,255

  (4) その他 102,687 87,031

    貸倒引当金 △58,772 △48,520

  投資その他の資産合計 3,826,468 20.8 1,871,817 9.0

  固定資産合計 5,480,204 29.8 5,760,277 27.8

  資産合計 18,411,388 100.0 20,744,903 100.0



 

前連結会計年度
(平成17年５月31日)

当連結会計年度 
(平成18年５月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 910,459 690,968

 ２ 短期借入金 ― 4,500,000

 ３ 一年以内返済予定長期 
   借入金

1,022,000 1,411,400

 ４ 一年以内償還予定社債 208,000 ―

 ５ 未払金 1,609,207 1,811,412

 ６ 未払法人税等 1,173,682 460,555

 ７ 繰延税金負債 47,808 120

 ８ 預り金 763,218 366,591

 ９ 賞与引当金 456,766 ―

 10 その他 599,581 495,863

   流動負債合計 6,790,725 36.9 9,736,911 46.9

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 584,000 3,407,400

 ２ 繰延税金負債 39,199 4,793

 ３ 退職給付引当金 183,973 242,173

 ４ 役員退職慰労引当金 172,820 207,768

 ５ その他 153,703 275,214

   固定負債合計 1,133,696 6.1 4,137,350 20.0

   負債合計 7,924,421 43.0 13,874,262 66.9

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※２ 4,207,586 22.9 ― ―

Ⅱ 資本剰余金 3,728,904 20.3 ― ―

Ⅲ 利益剰余金 2,668,487 14.5 ― ―

Ⅳ その他有価証券評価差額金 339,982 1.8 ― ―

Ⅴ 自己株式 ※２ △457,994 △2.5 ― ―

   資本合計 10,486,966 57.0 ― ―

   負債および資本合計 18,411,388 100.0 ― ―



 
  

前連結会計年度
(平成17年５月31日)

当連結会計年度 
(平成18年５月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― 5,976,586 28.8

 ２ 資本剰余金 ― ― 5,498,099 26.5

 ３ 利益剰余金 ― ― △3,659,765 △17.7

 ４ 自己株式 ― ― △940,402 △4.5

   株主資本合計 ― ― 6,874,518 33.1

Ⅱ 評価・換算差額等

   その他有価証券評価 
   差額金

― ― △3,953 △0.0

   評価・換算差額等合計 ― ― △3,953 △0.0

Ⅲ 新株予約権

   新株引受権 ― ― 76 0.0

   新株予約権合計 ― ― 76 0.0

   純資産合計 ― ― 6,870,641 33.1

   負債および純資産合計 ― ― 20,744,903 100.0



② 【連結損益計算書】 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年６月１日
至 平成17年５月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年６月１日
至 平成18年５月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 36,191,948 100.0 25,218,825 100.0

Ⅱ 売上原価 9,900,259 27.4 9,249,863 36.7

   売上総利益 26,291,689 72.6 15,968,961 63.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 22,944,910 63.4 19,191,542 76.1

   営業利益又は 
   営業損失（△）

3,346,779 9.2 △3,222,581 △12.8

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 1,233 1,804

 ２ 受取配当金 136 50

 ３ 受取手数料 12,522 3,870

 ４ 持分法による投資利益 185 －

 ５ 受取保険金 13,174 2,281

 ６ 販売支援金 － 50,006

 ７ その他 6,002 33,255 0.1 51,871 109,885 0.4

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 52,533 66,594

 ２ 新株発行費償却 4,181 370

 ３ 持分法による投資損失 － 53,845

 ４ 投資損失 12,060 67,352

 ５ 支払手数料 13,888 21,166

 ６ その他 16,059 98,723 0.2 19,625 228,955 0.9

   経常利益又は 
   経常損失（△）

3,281,311 9.1 △3,341,650 △13.3

Ⅵ 特別利益

 １ 投資有価証券売却益 251,727 511,007

 ２ 貸倒引当金戻入益 62,170 85,049

 ３ 持分変動利益 － 6,028

 ４ その他 24 313,922 0.8 49,027 651,113 2.6

Ⅶ 特別損失

 １ 事業廃止損失 232,090 1,126,065

 ２ たな卸資産評価損 187,455 2,130

 ３ 固定資産除却損 ※２ 71,884 68,786

 ４ 投資有価証券評価損 13,286 －

 ５ リース解約損 － 609,258

 ６ その他 19,662 524,378 1.4 65,155 1,871,396 7.4

   税金等調整前当期純利益 
   又は税金等調整前当期純 
   損失（△）

3,070,855 8.5 △4,561,933 △18.1

   法人税、住民税 
   及び事業税

1,463,483 332,080

   過年度法人税、住民税 
   及び事業税

－ 108,387

   法人税等調整額 △317,001 1,146,482 3.2 683,668 1,124,137 4.5

   当期純利益又は 
   当期純損失（△）

1,924,373 5.3 △5,686,070 △22.6



③ 【連結剰余金計算書及び連結株主資本等変動計算書】 

連結剰余金計算書 

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年６月１日
至 平成17年５月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 3,605,435

Ⅱ 資本剰余金増加高

   増資による新株の発行 123,469 123,469

Ⅲ 資本剰余金期末残高 3,728,904

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 1,235,864

Ⅱ 利益剰余金増加高

 １ 当期純利益 1,924,373

 ２ 持分法適用会社増加に 
   伴う利益剰余金増加高

9,149 1,933,523

Ⅲ 利益剰余金減少高

 １ 配当金 483,436

 ２ 役員賞与 10,000

 ３ 連結子会社増加に伴う 
   利益剰余金減少高

7,462 500,899

Ⅳ 利益剰余金期末残高 2,668,487



連結株主資本等変動計算書 

当連結会計年度(自 平成17年６月１日 至 平成18年５月31日) 

  

 
  

 
  

  

  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成17年５月31日残高(千円) 4,207,586 3,728,904 2,668,487 △ 457,994 10,146,984

連結会計年度中の変動額

 新株の発行 1,768,999 1,769,195 3,538,195

 剰余金の配当 △ 609,912 △ 609,912

 利益処分による役員賞与 △ 21,000 △21,000

 当期純利益 △ 5,686,070 △ 5,686,070

 自己株式の取得 △ 482,408 △ 482,408

 持分法適用会社増加に 
 伴う利益剰余金減少高

△ 11,270 △ 11,270

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額
（純額）

連結会計年度中の変動額 
合計(千円)

1,768,999 1,769,195 △ 6,328,253 △ 482,408 △ 3,272,465

平成18年５月31日残高(千円) 5,976,586 5,498,099 △ 3,659,765 △ 940,402 6,874,518

評価・換算差額
等

新株予約権

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

新株引受権

平成17年５月31日残高(千円) 339,982 382 10,487,349

連結会計年度中の変動額

 新株の発行 3,538,195

 剰余金の配当 △609,912

 利益処分による役員賞与 △21,000

 当期純利益 △5,686,070

 自己株式の取得 △482,408

 持分法適用会社増加に 
 伴う利益剰余金減少高

△ 11,270

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額
(純額)

△ 343,936 △ 306 △ 344,242

連結会計年度中の変動額合計 
(千円)

△ 343,936 △ 306 △ 3,616,707

平成18年５月31日残高(千円) △ 3,953 76 6,870,641



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前連結会計年度

(自 平成16年６月１日
至 平成17年５月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年６月１日
至 平成18年５月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

 １ 税金等調整前当期純利益又は
   税金等調整前当期純損失（△）

3,070,855 △4,561,933

 ２ 減価償却費 794,455 852,437

 ３ 長期前払費用償却 37,957 55,897

 ４ 貸倒引当金の増減額 △65,827 134,021

 ５ 賞与引当金の増減額 183,192 △456,766

 ６ 退職給付引当金の増減額 51,923 58,200

 ７ 役員退職慰労引当金の増減額 4,810 34,948

 ８ 受取利息および受取配当金 △1,369 △1,855

 ９ 支払利息 52,533 66,594

 10 新株発行費償却 4,181 370

 11 固定資産除売却損 71,884 68,786

 12 投資有価証券評価損 13,286 ─

 13 投資損失 12,060 67,352

 14 投資有価証券売却益 △251,727 △511,007

 15 売上債権の増減額 795,890 1,006,181

 16 たな卸資産の増減額 203 △301,729

 17 営業投資有価証券の増減額 △508,625 △1,005,404

 18 仕入債務の増減額 △297,097 △219,490

 19 未払消費税等の増減額 170,246 △269,564

 20 持分法による投資利益 
   （又は投資損失）

△185 53,845

 21 未払金の増減額 202,373 25,103

 22 役員賞与 △10,000 △21,000

 23 その他 1,202,779 479,949

    小計 5,533,800 △4,445,064

 24 利息および配当金の受取額 1,482 1,192

 25 利息の支払額 △52,314 △61,039

 26 法人税等の支払額 △1,236,469 △1,152,946

   営業活動によるキャッシュ・フロー 4,246,498 △5,657,856



 
  

前連結会計年度
(自 平成16年６月１日
至 平成17年５月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年６月１日
至 平成18年５月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

 １ 有形固定資産の取得による支出 △651,169 △2,664,651

 ２ 無形固定資産の取得による支出 △483,299 △205,908

 ３ 投資有価証券の取得による支出 △483,227 △300,000

 ４ 投資有価証券の売却による収入 1,388,050 660,421

 ５ 差入保証金の差入による支出 △242,929 △157,874

 ６ 差入保証金の返還による収入 78,061 197,111

 ７ 定期預金の預入れによる支出 △30,000 △30,000

 ８ 定期預金の払戻による収入 30,000 50,000

 ９ その他 △46,800 △27,916

   投資活動によるキャッシュ・フロー △441,313 △2,478,818

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

 １ 短期借入金の借入による収入 1,000,000 18,500,000

 ２ 短期借入金の返済による支出 △1,000,000 △14,000,000

 ３ 長期借入金の借入による収入 ― 4,500,000

 ４ 長期借入金の返済による支出 △1,316,000 △1,287,200

 ５ 社債の償還による支出 △196,000 △208,000

 ６ 株式の発行による収入 237,906 3,537,518

 ７ 親会社による配当金の支払額 △478,210 △605,521

 ８ 自己株式の取得による支出 △457,994 △482,408

   財務活動によるキャッシュ・フロー △2,210,297 9,954,389

Ⅳ 現金および現金同等物に係る換算差額 ― ―

Ⅴ 現金および現金同等物の増加額 1,594,887 1,817,713

Ⅵ 現金および現金同等物の期首残高 6,367,675 7,985,099

Ⅶ 連結範囲の変更に伴う現金および 
  現金同等物の増加額

22,537 ―

Ⅷ 現金および現金同等物の期末残高 7,985,099 9,802,813



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  
前連結会計年度

(自 平成16年６月１日
至 平成17年５月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年６月１日
至 平成18年５月31日)

１ 連結の範囲に関する事項

 (1) 子会社は、全て連結しております。

    連結子会社の数  ８社

    連結子会社の名称

     株式会社デジタルゲート

     株式会社エヌズテレコム

     株式会社エヌズサービス

     株式会社ネクサスファイナンス

     株式会社エヌズスタッフ

     株式会社ネクサスプロモーションアンドマー

ケティング

     株式会社ネクサスビジネスソリューション

     株式会社ネクサスストアマネジメント

      従来、非連結子会社であった株式会社デジ

タルゲートは、重要性が増したことにより

当連結会計年度より連結の範囲に含めてお

ります。

      また、株式会社エヌズテレコム、株式会社

エヌズサービス、株式会社ネクサスファイ

ナンス、株式会社エヌズスタッフ、株式会

社ネクサスプロモーションアンドマーケテ

ィング、株式会社ネクサスビジネスソリュ

ーションおよび株式会社ネクサスストアマ

ネジメントについては、当連結会計年度中

に新たに設立したため、連結の範囲に含め

ております。

１ 連結の範囲に関する事項

 (1) 子会社は、全て連結しております。

    連結子会社の数  10社

    連結子会社の名称

     株式会社ネクサスサービスマネジメント

          株式会社エヌズスタッフ

     株式会社ネクサスファイナンス

     株式会社ネクサスプロモーションアンドマー

ケティング

     株式会社ネクサスビジネスソリューション

     株式会社パーソナルワン

     株式会社ネクサスウェブマーケティング

     株式会社音空

    株式会社ディーアシスト
    株式会社ネクサスリアルティ

      株式会社ネクサスウェブマーケティング、

株式会社音空、株式会社ディーアシスト、

株式会社ネクサスリアルティについては、

当連結会計年度中に新たに設立したため、

連結の範囲に含めております。

      従来、連結子会社であった株式会社デジタ

ルゲート、株式会社エヌズテレコムは、

100％出資子会社である株式会社ネクサス

ビジネスソリューションと平成17年12月20

日付で合併しました。また、株式会社エヌ

ズスタッフにつきましては、平成18年３月

27日をもちまして解散決議をし、株式会社

ネクサスサービスマネジメント、株式会社

ネクサスビジネスソリューション、株式会

社パーソナルワン及び株式会社ネクサスウ

ェブマーケティングにつきましては、平成

18年５月31日をもちまして解散決議をして

おります。

      なお、株式会社ネクサスサービスマネジメ

ントは、平成17年６月１日に株式会社エヌ

ズサービスより社名変更し、株式会社パー

ソナルワンは、平成18年１月１日に株式会

社ネクサスストアマネジメントより社名変

更し、株式会社音空は、平成18年３月１日

に株式会社ネクサスミュージックより社名

変更しました。

２ 持分法の適用に関する事項 

 (1) 持分法を適用した関連会社数 １社 

    会社の名称 エスビーアイ・プロモ株式会社

２ 持分法の適用に関する事項

 (1) 持分法を適用した関連会社数 ３社

    会社の名称 ＳＢＩプロモ株式会社

          株式会社ゴルフスタジアム

          ブリーズウェイ株式会社

    ＳＢＩプロモ株式会社は、平成17年10月１日に

エスビーアイ・プロモ株式会社より社名変更し

ました。



前連結会計年度
(自 平成16年６月１日
至 平成17年５月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年６月１日
至 平成18年５月31日)

  

 

 

 

 

 

 

 (2) 持分法を適用しない関連会社
    株式会社ゴルフスタジアム
   持分法を適用しない理由

    持分法非適用会社は、当期純損益および利益剰

余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体と

しても重要性がないため、持分法の適用から除

外しております。

 (3) 持分法の適用の手続きについて特に記載する必要

があると認められる事項

    持分法適用会社のエスビーアイ・プロモ株式会

社の決算日は６月30日であります。なお、連結

財務諸表の作成に当っては、４月30日で実施し

た仮決算に基づく財務諸表を使用しておりま

す。

     また従来、持分法非適用会社であった株式会社

ゴルフスタジアムは、重要性が増したことによ

り当連結会計年度より持分法を適用しておりま

す。 

なお、ブリーズウェイ株式会社については、新

たに株式を取得したことから、当連結会計年度

より持分法適用の関連会社に含めております。

(2) 持分法を適用しない関連会社
    

 
――― 
 
 

 (3) 持分法の適用の手続きについて特に記載する必要

があると認められる事項

  ① 持分法適用会社のＳＢＩプロモ株式会社の決算

日は３月31日であります。なお、連結財務諸表

の作成に当っては、４月30日で実施した仮決算

に基づく財務諸表を使用しております。

  ② 持分法適用会社の株式会社ゴルフスタジアムの

決算日は８月31日であります。なお、連結財務

諸表の作成に当たっては、２月28日で実施した

仮決算に基づく財務諸表を使用しております。

  ③ 持分法適用会社のブリーズウェイ株式会社の

決算日は３月31日であります。なお、連結財務

諸表の作成に当たっては、３月31日で実施した

本決算に基づく財務諸表を使用しております。

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

   連結子会社の決算日は、連結決算日と一致してお

ります。

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

同左

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準および評価方法

  ① 有価証券

    その他有価証券(営業投資有価証券を含む)

     時価のあるもの

      連結会計年度末日の市場価格等に基づく時

価法(評価差額は、全部資本直入法により

処理し、売却原価は、移動平均法により算

定)

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準および評価方法

  ① 有価証券

    その他有価証券(営業投資有価証券を含む)

     時価のあるもの

      連結会計年度末日の市場価格等に基づく時

価法(評価差額は、全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は、移動平均法により

算定)

     時価のないもの

      移動平均法による原価法

       なお、投資事業有限責任組合およびそれ

に類する組合への出資(証券取引法第２

条第２項により有価証券とみなされるも

の)については、組合契約に規定される

決算報告日に応じて入手可能な最近の決

算書を基礎とし、持分相当額を純額で取

り込む方法によっております。

     時価のないもの

同左



前連結会計年度
(自 平成16年６月１日
至 平成17年５月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年６月１日
至 平成18年５月31日)

  ② デリバテイブ 

     時価法

  ③ たな卸資産 
     商品 
      総平均法による原価法

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

  ① 有形固定資産

    定率法を採用しております。

    なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

     建物   ３～18年

     器具備品 ３～15年

    なお、取得価額が10万円以上20万円未満の少額

減価償却資産については、法人税法の規定に基

づき３年間で均等償却しております。

  ② デリバテイブ

同左

 ③ たな卸資産

     商品

同左

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

  ① 有形固定資産

   (ア)社用資産

     定率法を採用しております。

     なお、主な耐用年数は次のとおりでありま

す。

      建物   ３～18年

      器具備品 ２～15年

     なお、取得価額が10万円以上20万円未満の少

額減価償却資産については、法人税法の規定

に基づき３年間で均等償却しております。

   (イ)リース・レンタル資産

     リース・レンタル期間を償却年数とし、リー

ス・レンタル期間満了時の処分見積価額を残

存価額とする定額法を採用しております。

  ② 無形固定資産

    定額法を採用しております。

    なお、自社利用のソフトウェアについては、社

内における利用可能期間(５年)に基づく定額法

を採用しております。

  ② 無形固定資産

同左

  ③ 長期前払費用 

    均等償却によっております。

  ③ 長期前払費用

同左

 (3) 重要な繰延資産の処理方法

   新株発行費については支出時に全額費用として処

理しております。

 (3) 重要な繰延資産の処理方法

同左

   

 (4) 重要な引当金の計上基準

  ① 貸倒引当金

    債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については、個別に回収可能性を

検討し、回収不能見込額を計上しております。

 (4) 重要な引当金の計上基準

  ① 貸倒引当金

同左

  ② 賞与引当金

    従業員に対して支給する賞与の支出に備えるた

め、当連結会計年度に負担すべき支給見込額を

計上しております。

  ② 賞与引当金

同左

  ③ 退職給付引当金

    従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債務の見込額に基づき、

当連結会計年度末において発生していると認め

られる額を計上しております。

  ③ 退職給付引当金

同左

  ④ 役員退職慰労引当金

    役員に対する退職慰労金の支給に備えるため、

支給規程に基づく当連結会計年度末要支給額を

計上しております。

  ④ 役員退職慰労引当金

同左



前連結会計年度
(自 平成16年６月１日
至 平成17年５月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年６月１日
至 平成18年５月31日)

 (5) 重要なリース取引の処理方法

   リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっております。

 (6) 重要なヘッジ会計の方法

  ① ヘッジ会計の方法

    金利スワップについては、特例処理の要件を満

たしておりますので、特例処理を採用しており

ます。

 (5) 重要なリース取引の処理方法

同左

(6) 重要なヘッジ会計の方法

  ① ヘッジ会計の方法

同左

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

    ヘッジ手段…金利スワップ 

    ヘッジ対象…借入金の利息

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

  ③ ヘッジ方針

    借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利

スワップ取引を行っており、ヘッジ対象の識別

は個別契約毎に行っております。

  ③ ヘッジ方針

同左

  ④ ヘッジ有効性評価の方法

    特例処理によっている金利スワップについて

は、有効性の評価を省略しております。

  ④ ヘッジ有効性評価の方法

同左

 (7) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

    消費税等の会計処理について

     消費税および地方消費税の会計処理は、税抜

方式によっております。

 (7) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

    消費税等の会計処理について

同左

５ 連結子会社の資産および負債の評価に関する事項

   連結子会社の資産および負債の評価方法は、全面

時価評価法によっております。

５ 連結子会社の資産および負債の評価に関する事項

同左

６ 利益処分項目等の取扱いに関する事項

   利益処分又は損失処理の取扱い方法については、

連結会計年度中に確定した利益処分又は損失処理

に基づいております。

６          ───

７ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

   手許現金、随時引き出し可能な預金および容易に

換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少

なリスクしか負わない、取得日から３ヶ月以内に

償還期限の到来する短期投資からなっておりま

す。

７ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

同左



会計処理の変更 

  
前連結会計年度

(自 平成16年６月１日
至 平成17年５月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年６月１日
至 平成18年５月31日)

――― (固定資産の減損に係る会計基準) 

 当連結会計年度から「固定資産の減損に係る会計基

準」(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」(企業会計審議会 平成14年８月９日))及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会

計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指

針第６号)を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。

(貸借対照表「純資産の部」の表示） 

 当連結会計年度から「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」(企業会計基準第５号)および「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指

針」(企業会計基準適用指針第８号)に基づいて連結貸借

対照表を作成しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は6,870,564千

円であります。 

 なお、連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年

度における連結貸借対照表の純資産の部については、改

正後の連結財務諸表規則により作成しております。



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

 
  

(連結損益計算書関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(平成17年５月31日)

当連結会計年度
(平成18年５月31日)

※１ 非連結子会社および関連会社に対するものは、次

のとおりであります。

投資有価証券(株式) 107,334千円

※１ 非連結子会社および関連会社に対するものは、次

のとおりであります。

投資有価証券(株式) 248,246千円

 

※２ 自己株式の保有数

    連結会社が保有する連結財務諸表提出会社の株

式の数は、次のとおりであります。

普通株式 1,000株

    なお、当社の発行済株式総数は、普通株式

102,652株であります。

※２        ───

   

 ３ 当社においては、運転資金の効率的な調達を行う

ために取引銀行４行と貸出コミットメント契約を

締結しております。これら契約に基づく当連結会

計年度末の借入未実行残高は次のとおりでありま

す。

貸出コミットメントの総額 6,000,000千円

貸出実行残高 ―千円

差引額 6,000,000千円

 ３ 当社においては、運転資金の効率的な調達を行う

ために取引銀行５行と貸出コミットメント契約を

締結しております。これら契約に基づく当連結会

計年度末の借入未実行残高は次のとおりでありま

す。

貸出コミットメントの総額 8,000,000千円

貸出実行残高 2,500,000千円

差引額 5,500,000千円

前連結会計年度
(自 平成16年６月１日
至 平成17年５月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年６月１日
至 平成18年５月31日)

 

※１ 販売費及び一般管理費の主要項目

従業員給与 5,739,870千円

アルバイト給与 2,115,780千円

支払手数料 3,872,759千円

賞与引当金繰入額 463,999千円

退職給付引当金繰入額 65,586千円

役員退職慰労引当金繰入額 30,810千円

※１ 販売費及び一般管理費の主要項目

従業員給与 5,692,975千円

アルバイト給与 1,831,503千円

支払手数料 2,208,575千円

退職給付引当金繰入額 91,748千円

役員退職慰労引当金繰入額 43,348千円

販売促進費 979,954千円

貸倒引当金繰入額 222,000千円

事務所家賃 1,069,868千円

※２ 有形固定資産除却損の内訳は次のとおりでありま

す。

建物 39,148千円

器具備品 32,735千円

  計 71,884千円

※２ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

建物 19,954千円

器具備品

ソフトウェア

31,770千円

17,061千円

  計 68,786千円



(連結株主資本等変動計算書関係) 

  

 
  

当連結会計年度
(自 平成17年６月１日
至 平成18年５月31日)

 

1．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項
前連結会計年度末株

式数(株)
当期増加株式
数(株)

当期減少株
式数(株)

当連結会計年度末
株式数(株)

発行済株式
 普通株式(注１) 102,652 30,908 ─ 133,560
自己株式
 普通株式(注２) 1,000 2,000 ─ 3,000
 (注)１.発行済株式総数の増加30,908株は、第三者割当増資による新株の発行による増加 
     30,500株,新株引受権及び新株予約権の権利行使による新株の発行による増加408株 
     であります。 
      ２.自己株式の株式数の増加2,000株は、旧商法第211条ノ３第１項第２号の規程に基づく 
     市場買付による増加であります。
 

2．配当に関する事項

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成17年8月25日
普通株式 609,912千円 6,000円 平成17年5月31日 平成17年8月26日

定時株主総会



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

(リース取引関係) 

  

前連結会計年度
(自 平成16年６月１日
至 平成17年５月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年６月１日
至 平成18年５月31日)

現金および現金同等物の連結会計年度末残高と連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 8,015,099千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △30,000千円

現金および現金同等物 7,985,099千円

現金および現金同等物の連結会計年度末残高と連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 9,812,813千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △10,000千円

現金および現金同等物 9,802,813千円

前連結会計年度
(自 平成16年６月１日
至 平成17年５月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年６月１日
至 平成18年５月31日)

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額および期末残高相当額

取得価額 
相当額 
(千円)

減価償却累 
計額相当額 
(千円)

期末残高
相当額 
(千円)

器具備品 1,350,451 442,333 908,117

ソフトウェア 205,635 53,007 152,628

合計 1,556,087 495,340 1,060,746

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額および期末残高相当額

取得価額
相当額 
(千円)

減価償却累 
計額相当額 
(千円)

期末残高 
相当額 
(千円)

器具備品 578,114 162,817 415,296

ソフトウェア 351,068 113,821 237,246

合計 929,182 276,639 652,542

 ② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 207,655千円

１年超 858,865千円

合計 1,066,521千円

 ② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 266,185千円

１年超 885,663千円

合計 1,151,849千円

 ③ 支払リース料、減価償却費相当額および支払利息

相当額

支払リース料 220,500千円

減価償却費相当額 213,712千円

支払利息相当額 8,038千円

 ③ 支払リース料、減価償却費相当額および支払利息

相当額

支払リース料 232,882千円

減価償却費相当額 224,912千円

支払利息相当額 9,747千円

 ④ 減価償却費相当額の算定方法

   ・リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。

 ④ 減価償却費相当額の算定方法

同左

 ⑤ 利息相当額の算定方法

   ・リース料総額とリース物件の取得価額相当額と

の差額を利息相当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっております。

 ⑤ 利息相当額の算定方法

同左

 

２ オペレーティング・リース取引

   未経過リース料

１年以内 11,959千円

１年超 2,101千円

合計 14,060千円

―――

２ オペレーティング・リース取引

   未経過リース料

１年以内 776千円

１年超 ― 千円

合計 776千円

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありませ

ん。



  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年６月１日
至 平成17年５月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年６月１日
至 平成18年５月31日)

―――    リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引

 １ 貸手側

  (1) リース物件の取得価額、減価償却累計額および

期末残高

取得価額
(千円)

減価償却累 
計額 
(千円)

期末残高 
(千円)

器具備品 2,432,474 236,616 2,195,857

合計 2,432,474 236,616 2,195,857

 (2) 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 545,817千円

１年超 2,294,318千円

合計 2,840,136千円

 (3) 受取リース料、減価償却費および受取利息相当

額

受取リース料 286,332千円

減価償却費 236,616千円

受取利息相当額 87,222千円

 (4) 利息相当額の算定方法

    利息相当額の各期への配分方法については、利

息法によっております。

 

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありませ

ん。



(有価証券関係) 

前連結会計年度(平成17年５月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
(注) 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価格であります。なお、減損処理に当っては、当連結会計年度末にお

ける時価が取得価格に比べて50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、30～50％程度下落した場合は、

当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っております。 

 なお、当連結会計年度は、該当事項はありません。 

  

２ 前連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

 
  

３ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
  

区分

前連結会計年度
(平成17年５月31日)

取得原価(千円)
連結貸借対照表
計上額(千円)

差額(千円)

連結貸借対照表計上額が取得原
価を超えるもの

株式 393,256 966,139 572,882

連結貸借対照表計上額が取得原
価を超えないもの

株式 666 530 △136

計 393,922 966,669 572,746

区分

前連結会計年度
(自 平成16年６月１日
至 平成17年５月31日)

売却額(千円) 売却益の合計額(千円) 売却損の合計額(千円)

①株式 88,050 68,136 0

②その他 1,300,000 183,591 ―

計 1,388,050 251,727 0

区分

前連結会計年度
(平成17年５月31日)

連結貸借対照表計上額(千円)

その他有価証券

① 非上場株式 266,113

② 投資事業有限責任組合およびそれに類す
る組合への出資

495,874

③ その他 2,050

計 764,038



当連結会計年度(平成18年５月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
(注) 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価格であります。なお、減損処理に当っては、当連結会計年度末にお

ける時価が取得価格に比べて50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、30～50％程度下落した場合は、

当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っております。 

 なお、当連結会計年度は、該当事項はありません。 

  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

 
  

３ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
  

４ その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額 

  

区分

当連結会計年度
(平成18年５月31日)

取得原価(千円)
連結貸借対照表
計上額(千円)

差額(千円)

連結貸借対照表計上額が取得原
価を超えるもの

株式 387 1,128 740

連結貸借対照表計上額が取得原
価を超えないもの

株式 14,542 10,149 △4,393

計 14,929 11,277 △3,652

区分

当連結会計年度
(自 平成17年６月１日
至 平成18年５月31日)

売却額(千円) 売却益の合計額(千円) 売却損の合計額(千円)

 株式 1,514,687 1,089,749 ―

計 1,514,687 1,089,749 ―

区分

当連結会計年度
(平成18年５月31日)

連結貸借対照表計上額(千円)

その他有価証券

① 非上場株式 1,182,031

② 投資事業有限責任組合およびそれに類す
る組合への出資

746,033

計 1,928,065

区分
1年以内
（千円）

１年超５年以内
（千円）

５年超10年以内
（千円）

10年超 
（千円）

債券

  社債 ─ 100,000 ─ ─

計 ─ 100,000 ─ ─



(デリバティブ取引関係) 

１ 取引の状況に関する事項 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年６月１日
至 平成17年５月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年６月１日
至 平成18年５月31日)

１ 取引の内容

  当社の利用しているデリバティブ取引は、金利関連

取引のスワップ取引であります。

  なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行

っております。

１ 取引の内容

同左

  

 ① ヘッジ手段とヘッジ対象 

   ヘッジ手段…金利スワップ 

   ヘッジ対象…借入金の利息

 ① ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

 ② ヘッジ方針

   当社は、借入金の金利変動リスクを回避する目的

で金利スワップ取引を行っており、ヘッジ対象の識

別は個別契約毎に行っております。

 ② ヘッジ方針

同左

 ③ ヘッジ有効性評価の方法

   特例処理によっている金利スワップについては、

有効性の評価を省略しております。

 ③ ヘッジ有効性評価の方法

 同左

２ 取引に対する取組方針

  デリバティブ取引は、将来の金利の変動によるリス

ク回避を目的としており、投機的な取引は行わない方

針であります。

２ 取引に対する取組方針

同左

３ 取引の利用目的

  デリバティブ取引は、借入金利等の将来の金利市場

における利率上昇によるリスクを回避する目的で利用

しております。

３ 取引の利用目的

同左

４ 取引に係るリスクの内容

  金利スワップ取引は、市場金利の変動によるリスク

を有しております。なお、契約先はいずれも信用度の

高い国内銀行であり、相手先の契約不履行による信用

リスクは極めて軽微であります。

４ 取引に係るリスクの内容

同左

５ 取引に係るリスクの管理体制

  デリバティブ取引の管理についてはすべて財務部で

行っておりますが、実施にあたっては取締役会の専決

事項としております。

５ 取引に係るリスクの管理体制

同左



２ 取引の時価等に関する事項 

前連結会計年度(平成17年５月31日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価および評価損益 

該当事項はありません。 

なお、金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので、注記の対象から

除いております。 

  

当連結会計年度(平成18年５月31日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価および評価損益 

該当事項はありません。 

なお、金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので、注記の対象から

除いております。 

  



(退職給付関係) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社グループは、確定給付型の制度として、退職一時金制度を設けております。 

なお、当社グループは、退職給付債務の算定にあたって「退職給付に係る会計基準」で規定されている

簡便法によっております。 

  

２ 退職給付債務およびその内訳 

  

 
  

３ 退職給付費用の内訳 

  

 
  

(ストック・オプション関係) 

当連結会計年度(自 平成17年６月１日 至 平成18年５月31日) 

１ ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1) ストック・オプションの内容 
  

 
  

前連結会計年度
(平成17年５月31日)

当連結会計年度 
(平成18年５月31日)

退職給付債務 183,973千円 242,173千円

退職給付引当金 183,973千円 242,173千円

前連結会計年度
(自 平成16年６月１日
至 平成17年５月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年６月１日
至 平成18年５月31日)

退職給付費用 65,586千円 91,748千円

退職給付引当金繰入額 65,586千円 91,748千円

会社名 提出会社 提出会社

決議年月日 平成15年８月28日 平成16年８月25日

付与対象者の区分及び人数(名)
当社取締役     ７名
当社監査役     ４名 
当社従業員     107名

当社取締役     ５名 
当社監査役     ４名 
当社従業員     233名 
当社子会社従業員   46名

株式の種類及び付与数(株) 普通株式 1,500 普通株式 1,460

付与日 平成15年９月１日 平成17年４月11日

権利確定条件
権利確定条件は付されておりませ
ん。

権利確定条件は付されておりませ
ん。

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。 対象勤務期間の定めはありません。

権利行使期間
平成17年10月１日
～平成24年９月30日

平成18年９月１日
～平成22年７月31日



(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況 

当連結会計年度（平成18年５月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストッ

ク・オプションの数については、株式数に換算して記載しております。 

① ストック・オプションの数 
  

 
  

② 単価情報 
  

 
  

会社名 提出会社 提出会社

決議年月日 平成15年８月28日 平成16年８月25日

権利確定前

 期首(株) 1,497 1,460

 付与(株) ─ ─

 失効(株) ─ ─

 権利確定(株) 1,497 ─

 未確定残(株) ０ 1,460

権利確定後

 期首(株) ０ ─

 権利確定(株) 1,497 ─

 権利行使(株) 201 ─

 失効(株) ─ ─

 未行使残(株) 1,296 ─

会社名 提出会社 提出会社

決議年月日 平成15年８月28日 平成16年８月25日

権利行使価格(円) 100,000 497,490

行使時平均株価(円) 230,568 ─

付与日における公正な 
評価単価（円）

─ ─



(税効果会計関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(平成17年５月31日)

当連結会計年度
(平成18年５月31日)

 

１ 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳

繰延税金資産(流動)

 貸倒引当金損金算入限度超過額 18,914千円

 賞与引当金損金算入限度超過額 243,754千円

 未払費用 105,577千円

 未払事業税 135,725千円

 解約金 60,453千円

 たな卸資産評価損 75,267千円

 その他 9,066千円

繰延税金資産(流動)小計 648,759千円

評価性引当額 △115,459千円

繰延税金資産(流動)合計 533,300千円

繰延税金負債(流動)

 有価証券評価差額金 △47,808千円

 繰延税金負債(流動)合計 △47,808千円

繰延税金資産(固定)

 役員退職慰労引当金 70,234千円

 退職給付引当金損金算入限度
 超過額

73,626千円

 減価償却費否認額 83,629千円

 解約金 65,560千円

 子会社の繰越欠損金 357,672千円

 その他 5,172千円

繰延税金資産(固定)小計 655,895千円

評価性引当額 △500,914千円

繰延税金資産(固定)合計 154,981千円

繰延税金負債(固定)

 特別償却準備金 △9,225千円

 有価証券評価差額金 △184,955千円

繰延税金負債(固定)合計 △194,180千円

繰延税金負債の純額 △39,199千円  

１ 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳

繰延税金資産(流動)

 貸倒引当金損金算入限度超過額 101,706千円

 未払費用 102,329千円

 未払事業税 21,675千円

 解約金 65,560千円

 たな卸資産評価損 49,560千円

 その他 7,529千円

繰延税金資産(流動)小計 348,362千円

評価性引当額 △348,362千円

繰延税金資産(流動)合計 －千円

繰延税金負債(流動)

 有価証券評価差額金 △120千円

 繰延税金負債(流動)合計 △120千円

繰延税金資産(固定)

 役員退職慰労引当金 84,437千円

退職給付引当金損金算入限度
超過額

98,904千円

 減価償却費否認額 55,429千円

 繰越欠損金 2,270,632千円

 その他 5,179千円

繰延税金資産(固定)小計 2,514,582千円

評価性引当額 △2,514,582千円

繰延税金資産(固定)合計 －千円

繰延税金負債(固定)

 特別償却準備金 △4,612千円

 有価証券評価差額金 △180千円

繰延税金負債(固定)合計 △4,793千円

繰延税金負債の純額 △4,793千円

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.6％

調整

評価性引当額 △5.7％

住民税均等割額 2.0％

交際費等 0.8％

税効果未認識の連結子会社損益 4.7％

IT減税による税額控除 △3.3％

その他 △1.8％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 37.3％

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

   税金等調整前当期純損失を計上した為、当該事項

の記載を省略しております。



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年６月１日 至 平成17年５月31日) 

  

 
(注) １ 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各区分の主な商品およびサービス 

(1) 情報インフラ事業・・・・・Ｙａｈｏｏ！ＢＢ・ＢＢフォンの回線使用契約の加入取次、移動体通信(携

帯電話およびＰＨＳ)の回線加入取次、「マイライン」の加入取次、「おと

くライン」の加入取次。 

(2) 法人ソリューション事業・・ビジネスフォン、ファクシミリ、複写機および「ＩＴソリューションパッ

ク」の販売。 

(3) ウェブ事業・・・・・・・・インターネット広告事業、ショッピングサイト「パケ☆コレ」、インターネ

ットネットモール「Ｎ’ｓ ＳＴＲＥＥＴ」の運営。 

(4) その他の事業・・・・・・・セキュリティ機器販売、パソコン等の設置・設定代行サービス業務等。 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(2,706,171千円)の主なものは、当社本社

の管理部門等に係る費用であります。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産(12,095,297千円)の主なものは、余資運用資金(現金及

び預金)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等であります。 

情報インフラ
事業 
(千円)

法人ソリュー
ション事業 
(千円)

ウェブ事業
(千円)

その他の
事業 
(千円)

計
(千円)

消去又は 
全社 
(千円)

連結 
(千円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

  売上高

  (1) 外部顧客に対する 
    売上高

22,523,713 10,817,119 2,461,406 389,708 36,191,948 ― 36,191,948

  (2) セグメント間の内部 
    売上高又は振替高

― ― ― ― ― ― ―

計 22,523,713 10,817,119 2,461,406 389,708 36,191,948 ― 36,191,948

   営業費用 18,426,614 7,699,158 2,677,176 1,336,048 30,138,997 2,706,171 32,845,169

   営業利益又は 
   営業損失(△)

4,097,099 3,117,961 △215,769 △946,340 6,052,951 (2,706,171) 3,346,779

Ⅱ 資産、減価償却費及び 
  資本的支出

  資産 2,646,171 1,422,332 800,063 1,447,524 6,316,091 12,095,297 18,411,388

  減価償却費 424,597 50,234 58,625 35,196 568,653 225,802 794,455

  資本的支出 369,184 51,313 157,043 220,322 797,863 322,410 1,120,274



当連結会計年度(自 平成17年６月１日 至 平成18年５月31日) 

  

 
  

 
  

(注) １ 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各区分の主な商品およびサービス 

(1) 情報インフラ事業・・・・・ＤＳＬサービス「Ｙａｈｏｏ! ＢＢ」の加入取次、移動体通信回線の加入取

次と端末機の販売、ＦＴＴＨサービス「Ｙａｈｏｏ! ＢＢ 光」の営業請

負。 

(2) 法人ソリューション事業・・ビジネスフォン、ＯＡ機器、「ＩＴソリューションパック」の販売。 

(3) ウェブ事業・・・・・・・・インターネット広告の取次、Ｅコマース「Ｎ’ｓ ＳＴＲＥＥＴ」「パケ☆

コレ」の運営。 

 (4) ファイナンス事業・・・・・未公開企業株式を中心とした投資、環境保全・医療福祉関連製品を中心とし

              たリース。 

(5) その他の事業・・・・・・・パソコンやＤＳＬサービス等の設置・設定代行サービスの提供、オール電化

製品・太陽光発電システムの販売、貸し音楽スタジオ・音楽関連コンテン

ツの運営、人材派遣 等。 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(732,560千円)の主なものは、当社本社の

管理部門等に係る費用であります。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産(11,524,910千円)の主なものは、余資運用資金(現金及

情報インフラ事
業 
(千円)

法人ソリューシ
ョン事業 
(千円)

ウェブ事業
(千円)

ファイナンス
事業 
(千円)

その他の
事業 
(千円)

計 
(千円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

  売上高

  (1) 外部顧客に対する 
    売上高

9,943,598 10,644,406 1,790,979 1,328,755 1,511,085 25,218,825

  (2) セグメント間の内部 
    売上高又は振替高

─ 752,486 5,358 4,139 6,379 768,363

計 9,943,598 11,396,892 1,796,338 1,332,894 1,517,464 25,987,188

   営業費用 10,444,576 12,721,582 2,653,266 892,137 1,765,646 28,477,209

   営業利益又は 
   営業損失(△)

△500,978 △1,324,689 △856,927 440,756 △248,181 △2,490,020

Ⅱ 資産、減価償却費及び 
  資本的支出

  資産 1,627,178 1,554,869 729,887 4,433,325 874,732 9,219,992

  減価償却費 82,316 64,959 103,881 242,483 109,550 603,191

  資本的支出 65,325 27,147 589 2,547,649 511,675 3,152,387

消去又は
全社 
(千円)

連結 
(千円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

  売上高

  (1) 外部顧客に対する 
    売上高

─ 25,218,825

  (2) セグメント間の内部 
    売上高又は振替高

（768,363） ─

計 （768,363） 25,218,825

   営業費用 （ 35,802） 28,441,406

   営業利益又は 
   営業損失(△)

△732,560 △3,222,581

Ⅱ 資産、減価償却費及び 
  資本的支出

  資産 11,524,910 20,744,903

  減価償却費 249,245 852,437

  資本的支出 68,192 3,220,580



び預金)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等であります。 

   (追加情報) 

      当社は、当期より子会社に事業を分割し、管理部門の営業費用の子会社負担額を、当該子会社から受領する

           こととした結果、従来より配賦不能営業費用としていた費用の一部が各セグメントの営業費用となりまし 

           た。その結果、従来の方法と比べ情報インフラ事業の営業費用が1,135百万円増加し、営業利益が1,135百万

           円減少し、法人ソリューション事業の営業費用が1,252百万円増加し、営業損失が1,252百万円増加し、ウェ

     ブ事業の営業費用が126百万円増加し、営業損失が126百万円増加し、ファイナンス事業の営業

           費用が48百万円増加し、営業利益が48百万円減少し、その他の事業の営業費用が38百万円増加し、営業損

           失が38百万円増加しております。 また、従来の「その他の事業」で区分しておりました投資事業・リー 

           ス事業は重要性が増した事により、当連結会計年度より「ファイナンス事業」に区分して記載しておりま 

           す。 

  



【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年６月１日 至 平成17年５月31日)においては、在外子会社および在外

支店がないため、該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自 平成17年６月１日 至 平成18年５月31日)においては、在外子会社および在外

支店がないため、該当事項はありません。 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度(自 平成16年６月１日 至 平成17年５月31日)においては、海外売上高がないた

め、該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自 平成17年６月１日 至 平成18年５月31日)においては、海外売上高がないた

め、該当事項はありません。 

  

【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成16年６月１日 至 平成17年５月31日) 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自 平成17年６月１日 至 平成18年５月31日) 

  親会社及び法人主要株主等 

 
（注）平成18年５月12日付で業務提携契約を締結しておりますが、当連結会計年度におきましては事業上の取引はご

ざいません。 

  

  

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又 
は出資金 
(百万円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

その他
の関係
会社

SBI ホ ー
ルディン
グス株式
会社

東京都
港区

54,286

株式等の保
有を通じた
企業グルー
プの統括運
営等

被所有
 直接23.3

─ ─
第三者割当
増資

3,498,350 ─ ─



(１株当たり情報) 

  

 
(注) 算定上の基礎 

 １株当たり当期純利益又は当期純損失および潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年６月１日
至 平成17年５月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年６月１日
至 平成18年５月31日)

１株当たり純資産額 102,958円79銭 １株当たり純資産額 52,623円 81銭

１株当たり当期純利益 18,699円59銭 １株当たり当期純損失 56,409円 99銭

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

18,306円06銭
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

        ─

当社は、平成16年７月20日付で普通株式１株に対し、普

通株式３株の割合で株式分割を行いました。

なお、潜在株式調整後1株当たり当期純利益について

は、1株当たり当期純損失であるため記載しておりませ

ん。

前連結会計年度
(自 平成16年６月１日
至 平成17年５月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年６月１日
至 平成18年５月31日)

連結損益計算書上の当期純利益又は 
当期純損失（△）

(千円) 1,924,373 △5,686,070

普通株式に係る当期純利益又は 
当期純損失（△）

(千円) 1,903,373 △5,686,070

普通株主に帰属しない金額の主要な 
内訳 
 利益処分による役員賞与金

(千円) 21,000 ─

普通株主に帰属しない金額 (千円) 21,000 ─

普通株式の期中平均株式数 (株) 101,787 100,799

潜在株式調整後１株当たり当期純利益
の算定に用いられた当期純利益調整額
の主要な内訳

 当期純利益調整額 (千円) ― ―

潜在株式調整後１株当たり当期純利益
の算定に用いられた普通株式増加数の
主要な内訳

 新株引受権 
 新株予約権

(株)
969
1,219

─
─

普通株式増加数 (株) 2,188 ─

希薄化効果を有しないため、潜在株式
１株当たり当期純利益の算定に含まれ
なかった潜在株式の概要

新株予約権方式によるス
トックオプション 
(新株予約権  1,460個)

─



(重要な後発事象) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年６月１日
至 平成17年５月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年６月１日
至 平成18年５月31日)

 

 当社は平成17年６月１日付にて、下記のとおり当社の

ウェブ事業部門を会社分割(分社型新設分割)し、当該事

業を当社が新設する株式会社ネクサスウェブマーケティ

ングに承継いたしました。

 なお、会社分割に関する事項の概要は以下のとおりで

あります。

 ① 会社分割の目的

   ウェブ事業分野におきましては、インターネット

のブロードバンド化、３Ｇ（第三世代）携帯電話の

普及といった技術環境の急速な変化や、それに対応

して成長・発展を続けるインターネット広告・Ｅコ

マースの台頭といっためまぐるしい事業環境の変化

に直面しており、さらなる事業専門性の追求、新た

な顧客ニーズの把握、それに対応した迅速な意思決

定が求められております。このような経営環境に対

応するため経営資源を集約し、より機動的な意思決

定を行うことによって、ウェブ事業の成長スピード

を速めることを目的としております。

 ② 分割期日

    平成17年６月１日

 ③ 新設会社の概要

    商号    株式会社ネクサスウェブマーケテ

ィング

    資本金   95,000千円

    事業内容  インターネット広告代理業、ウェ

ブ媒体企画・開発及びＥ－コマー

スの運営

    本社所在地 大阪市中央区農人橋一丁目１番22

号

 ④ 主な承継資産、負債の項目および金額

(平成17年６月１日)

項目 金額(千円) 項目 金額(千円)

流動資産 145,638 固定負債 4,396

固定資産 425,141

計 570,779 計 4,396

 

────



⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

  

 
  

  

【借入金等明細表】 

  

 
(注) １ 「平均利率」については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く)の連結決算日後５年内における１年ごとの返済予定額は以下

のとおりであります。 

  

 
  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
(千円)

当期末残高
(千円)

利率
(％)

担保 償還期限

株式会社ネクサス
第１回無担保 
普通社債

平成15.３.27 108,000
―

0.24 無担保社債 平成18.３.27

株式会社ネクサス
第２回無担保 
普通社債

平成15.３.31 100,000
―  

0.95 無担保社債 平成18.３.31

合計 ― ― 208,000
―  

― ― ―

区分
前期末残高 
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 ― 4,500,000 0.78 ―

一年以内に返済予定の長期借入金 1,022,000 1,411,400 1.25 ―

長期借入金(一年以内に返済予定
のものを除く)

584,000 3,407,400 0.93
最終返済期間：
平成23.３.22

合計 1,606,000 9,318,800 ― ―

１年超２年以内 
(千円)

２年超３年以内
(千円)

３年超４年以内
(千円)

４年超５年以内 
(千円)

長期借入金 1,102,400 1,305,000 500,000 500,000



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 

  
第15期

(平成17年５月31日)
第16期 

(平成18年５月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 6,664,861 6,086,641

 ２ 受取手形 ─ 12,750

 ３ 売掛金 ※１ 2,682,673 2,662,032

 ４ 商品 307,244 607,305

 ５ 前渡金 106 ―

 ６ 前払費用 816,600 705,613

 ７ 繰延税金資産 473,969 ―

 ８ 未収入金 ※１ 3,017 991,992

 ９ 短期貸付金 ※１ 900,000 960,000

 10 立替金 ※１ 285,205 376,473

 11 その他 169 119

   貸倒引当金 △129,000 △2,445,000

   流動資産合計 12,004,848 65.8 9,957,927 69.3

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物 264,205 278,840

    減価償却累計額 133,784 130,420 146,397 132,442

  (2) 器具備品 1,130,275 1,111,295

    減価償却累計額 528,342 601,933 647,729 463,565

  (3) 建設仮勘定 60,693 ―

   有形固定資産合計 793,047 4.4 596,008 4.1

 ２ 無形固定資産

  (1) ソフトウェア 832,384 653,499

  (2) ソフトウェア仮勘定 ― 23,179

  (3) その他 28,303 35,012

   無形固定資産合計 860,687 4.7 711,691 5.0

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 1,104,442 1,173

  (2) 関係会社株式 813,000 1,459,928

  (3) 出資金 525 525

  (4) 関係会社長期貸付金 50,000 203,390

  (5) 長期滞留債権 69,830 49,249

  (6) 長期前払費用 840,469 45,890

  (7) 差入保証金 1,730,307 1,353,725

  (8) その他 32,332 37,257

    貸倒引当金 △58,772 △48,520

   投資その他の資産合計 4,582,134 25.1 3,102,617 21.6



第15期
(平成17年５月31日)

第16期 
(平成18年５月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

   固定資産合計 6,235,869 34.2 4,410,317 30.7

   資産合計 18,240,718 100.0 14,368,245 100.0



第15期
(平成17年５月31日)

第16期 
(平成18年５月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 ※１ 1,770,819 1,259,171

 ２ 短期借入金 ― 2,500,000

 ３ 一年以内返済予定 
   長期借入金

1,022,000 911,400

 ４ 一年以内償還予定 
   社債

208,000 ―

 ５ 未払金 ※１ 1,295,479 1,121,057

 ６ 未払費用 191,445 112,954

 ７ 未払法人税等 928,729 132,379

 ８ 未払消費税等 70,763 ―

 ９ 前受金 26,817 5,891

 10 預り金 682,849 243,296

 11 賞与引当金 259,720 ―

 12 新株引受権 382 ―

 13 その他 199 ―

   流動負債合計 6,457,206 35.4 6,286,150 43.8

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 584,000 907,400

 ２ 長期未払金 114,325 1,011

 ３ 繰延税金負債 39,199 4,793

 ４ 退職給付引当金 153,540 89,959

 ５ 役員退職慰労引当金 172,820 207,768

 ６ 預り営業保証金 31,747 39,285

   固定負債合計 1,095,633 6.0 1,250,218 8.7

   負債合計 7,552,839 41.4 7,536,368 52.5

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※２ 4,207,586 23.1 ― ―

Ⅱ 資本剰余金

   資本準備金 3,728,904 20.4 ― ―

Ⅲ 利益剰余金

 １ 任意積立金

  (1) 特別償却準備金 20,212 ―

  (2) 別途積立金 700,000 720,212 ― ―

 ２ 当期未処分利益 2,219,019 ―

   利益剰余金合計 2,939,231 16.1 ― ―

Ⅳ その他有価証券評価差額金 270,151 1.5 ― ―

Ⅴ 自己株式 ※３ △457,994 △2.5 ― ―

   資本合計 10,687,879 58.6 ― ―

   負債資本合計 18,240,718 100.0 ― ―



 
  

第15期
(平成17年５月31日)

第16期 
(平成18年５月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― 5,976,586 41.6

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 ― 5,498,099

    資本剰余金合計 ― ― 5,498,099 38.3

 ３ 利益剰余金

  (1) その他利益剰余金

    特別償却準備金 ― 6,737

    別途積立金 ― 2,200,000

    繰越利益剰余金 ― △5,909,467

    利益剰余金合計 ― ― △3,702,729 △25.8

 ４ 自己株式 ― ― △940,402 △6.6

   株主資本合計 ― ― 6,831,553 47.5

Ⅱ 評価・換算差額等

   その他有価証券評価 
   差額金

― ― 246 0.0

   評価・換算差額等合計 ― ― 246 0.0

Ⅲ 新株予約権

   新株引受権 ― ― 76 0.0

   新株予約権合計 ― ― 76 0.0

   純資産合計 ― ― 6,831,876 47.5

   負債純資産合計 ― ― 14,368,245 100.0



② 【損益計算書】 

  
第15期

(自 平成16年６月１日
至 平成17年５月31日)

第16期
(自 平成17年６月１日
至 平成18年５月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高

 １ 商品売上 ※２ 11,523,566 11,302,231

 ２ 受取手数料 ※2、4 24,341,251 35,864,818 100.0 14,336,176 25,638,407 100.0

Ⅱ 売上原価

 １ 商品売上原価

  (1) 商品期首たな卸高 307,448 307,244

  (2) 当期商品仕入高 ※２ 7,284,147 7,341,701

    合計 7,591,595 7,648,946

  (3) 他勘定振替高 ※１ 237,917 △175,628

  (4) 商品期末たな卸高 307,244 7,046,433 607,305 7,217,269

 ２ 支払手数料 ※２ 8,575,719 12,448,615

   売上原価合計 15,622,152 43.6 19,665,885 76.7

   売上総利益 20,242,666 56.4 5,972,521 23.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費

 １ 荷造運賃 376,459 12,735

 ２ 販売促進費 1,508,185 145,989

 ３ 役員報酬 174,000 168,127

 ４ 従業員給与 3,758,792 757,624

 ５ 賞与 244,219 19,630

 ６ 退職給付費用 53,607 21,699

 ７ 役員退職慰労引当金 
   繰入額

30,621 43,348

 ８ 賞与引当金繰入額 259,720 ―

 ９ 法定福利費 626,641 76,182

 10 福利厚生費 106,359 240,070

 11 雑給 1,445,718 58,990

 12 教育研修費 41,825 19,986

 13 求人費 216,268 49,441

 14 通信費 453,917 60,532

 15 旅費交通費 530,695 82,632

 16 消耗品費 271,751 52,913

 17 租税公課 84,086 59,061

 18 支払手数料 3,924,008 1,585,782

 19 水道光熱費 103,389 15,623

 20 減価償却費 813,562 399,398

 21 家賃 936,729 1,377,515

 22 その他 857,571 16,818,132 46.9 490,366 5,737,652 22.4

   営業利益 3,424,533 9.5 234,868 0.9



第15期
(自 平成16年６月１日
至 平成17年５月31日)

第16期
(自 平成17年６月１日
至 平成18年５月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 3,775 13,159

 ２ 受取配当金 ※２ 136 188,171

 ３ 受取手数料 12,520 3,782

 ４ 保険解約払戻金 5,557 ―

 ５ レンタル料収入 ※２ 47,683 ―

 ６ 販売支援金 ― 50,006

 ７ 雑収入 13,437 83,110 0.3 17,715 272,835 1.1

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 50,400 49,027

 ２ 社債利息 2,133 946

 ３ 新株発行費 4,181 370

 ４ 投資損失 12,060 67,352

 ５ 支払手数料 13,888 16,666

 ６ 貸倒引当金繰入額 12,127 ―

 ７ 雑損失 15,598 110,389 0.3 8,548 142,912 0.6

   経常利益 3,397,254 9.5 364,792 1.4



 
  

第15期
(自 平成16年６月１日
至 平成17年５月31日)

第16期
(自 平成17年６月１日
至 平成18年５月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅵ 特別利益

 １ 投資有価証券売却益 251,727 511,007

 ２ 貸倒引当金戻入益 34,504 114,323

 ３ その他 24 286,257 0.8 37,013 662,344 2.6

Ⅶ 特別損失

 １ 投資有価証券売却損 0 ―

 ２ 建物除却損 39,148 19,954

 ３ 器具備品除却損 32,735 31,770

 ４ たな卸資産評価損 ※１ 187,455 2,130

 ５ 投資有価証券評価損 13,286 ―

 ６ 関係会社株式評価損 ― 2,168,383

 ７ 貸倒損失 ※２ ― 696,609

 ８ リース解約損 ― 609,258

 ９ ソフトウェア除却損 ― 17,061

 10 貸倒引当金繰入 ― 2,423,000

 11 事業廃止損失 232,090 264,705

 12 その他 ※１ 19,662 524,378 1.5 65,155 6,298,029 24.6

   税引前当期純利益 
   又は税引前当期純 
   損失（△）

3,159,133 8.8 △5,270,893 △20.6

   法人税、住民税 
   及び事業税

1,220,000 7,430

   過年度法人税、住民税 
   及び事業税

※３ ― 108,387

   法人税等調整額 △257,670 962,329 2.7 624,338 740,156 2.9

   当期純利益又は 
   当期純損失（△）

2,196,804 6.1 △6,011,049 △23.5

   前期繰越利益 22,214 ―

   当期未処分利益 2,219,019 ―



③ 【利益処分計算書及び株主資本等変動計算書】 

利益処分計算書 

 
   （注）日付は株主総会承認年月日であります。 

  

第15期
(株主総会承認日 

  平成17年８月25日)

区分
注記 
番号

金額(千円)

Ⅰ 当期未処分利益 2,219,019

Ⅱ 任意積立金取崩額

   特別償却準備金取崩額 6,737

        合計 2,225,756

Ⅲ 利益処分額

  １ 配当金 609,912

  ２ 役員賞与金 21,000

    (うち監査役賞与金) (2,000)

  ３ 任意積立金

     別途積立金 1,500,000 2,130,912

Ⅳ 次期繰越利益 94,844



株主資本等変動計算書 

第16期(自 平成17年６月１日 至 平成18年５月31日) 

  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成17年５月31日残高(千円) 4,207,586 3,728,904 3,728,904

事業年度中の変動額

 新株の発行 1,768,999 1,769,195 1,769,195

 特別償却準備金の取崩

 別途積立金の積立

 剰余金の配当

 利益処分による役員賞与

 当期純利益

 自己株式の取得

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 
(千円)

1,768,999 1,769,195 1,769,195

平成18年５月31日残高(千円) 5,976,586 5,498,099 5,498,099



  

 
  

 
  

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計その他利益剰余金
利益剰余金
合計特別償却準備

金
別途積立金

繰越利益
剰余金

平成17年５月31日残高(千円) 20,212 700,000 2,219,019 2,939,231 △457,994 10,417,727

事業年度中の変動額

 新株の発行 3,538,195

 特別償却準備金の取崩 △13,474 13,474 ─ ─

 別途積立金の積立 1,500,000 △1,500,000 ─ ─

 剰余金の配当 △609,912 △609,912 △609,912

 利益処分による役員賞与 △21,000 △21,000 △21,000

 当期純利益 △6,011,049 △6,011,049 △6,011,049

 自己株式の取得 △482,408 △482,408

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 
(千円)

△13,474 1,500,000 △8,128,486 △6,641,961 △482,408 △3,586,173

平成18年５月31日残高(千円) 6,737 2,200,000 △5,909,467 △3,702,729 △940,402 6,831,553

評価・換算差
額等

新株予約権

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

新株引受権

平成17年５月31日残高(千円) 270,151 382 10,688,261

事業年度中の変動額

 新株の発行 3,538,195

 特別償却準備金の取崩 ─

 別途積立金の積立 ─

 剰余金の配当 △609,912

 利益処分による役員賞与 △21,000

 当期純利益 △6,011,049

 自己株式の取得 △482,408

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

△269,905 △306 △270,211

事業年度中の変動額合計 
(千円)

△269,905 △306 △3,856,385

平成18年５月31日残高(千円) 246 76 6,831,876



重要な会計方針 

  

項目
第15期

(自 平成16年６月１日
至 平成17年５月31日)

第16期
(自 平成17年６月１日
至 平成18年５月31日)

１ 有価証券の評価基準およ

び評価方法

(1) 子会社株式および関連会社株式 

  移動平均法による原価法

(1) 子会社株式および関連会社株式

同左

(2) その他有価証券

  時価のあるもの

   決算期末日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部資本

直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定)

(2) その他有価証券

  時価のあるもの

   決算期末日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定)

  時価のないもの 

   移動平均法による原価法

  時価のないもの

同左

なお、投資事業有限責任組合およ

びそれに類する組合への出資(証

券取引法第２条第２項により有価

証券とみなされるもの)について

は、組合契約に規定される決算報

告日に応じて入手可能な最近の決

算書を基礎とし、持分相当額を純

額で取り込む方法によっておりま

す。

２ デリバティブ等の評価基

準および評価方法

デリバティブ 

 時価法

デリバティブ

同左

３ たな卸資産の評価基準お

よび評価方法

商品 

 総平均法による原価法

商品

同左



項目
第15期

(自 平成16年６月１日
至 平成17年５月31日)

第16期
(自 平成17年６月１日
至 平成18年５月31日)

４ 固定資産の減価償却の方

法

 

(1) 有形固定資産

  定率法を採用しております。

  なお、主な耐用年数は次のとおり

であります。

建物 ３～18年

器具備品 ３～15年

  なお、取得価額が10万円以上20万

円未満の少額減価償却資産につい

ては、法人税法の規定に基づき３

年間で均等償却しております。

 

(1) 有形固定資産

  定率法を採用しております。

  なお、主な耐用年数は次のとおり

であります。

建物 ３～18年

器具備品 ２～15年

  なお、取得価額が10万円以上20万

円未満の少額減価償却資産につい

ては、法人税法の規定に基づき３

年間で均等償却しております。

(2) 無形固定資産

  定額法を採用しております。

  なお、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能

期間(５年)に基づく定額法を採用

しております。

(2) 無形固定資産

同左

(3) 長期前払費用

  均等償却によっております。

(3) 長期前払費用

同左

５ 繰延資産の処理方法 新株発行費 

 支出時に全額費用として処理してお

ります。

新株発行費

同左

６ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

  債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については、個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計

上しております。

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 賞与引当金

  従業員に対して支給する賞与の支

出に備えるため、当期に負担すべ

き支給見込額を計上しておりま

す。

(2) 賞与引当金

同左

(3) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備えるため、

当期末における退職給付債務の見

込額に基づき計上しております。

(3) 退職給付引当金

同左

(4) 役員退職慰労引当金

  役員に対する退職慰労金の支給に

備えるため、支給規程に基づく期

末要支給額を計上しております。

(4) 役員退職慰労引当金

同左

７ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

同左



 
  

会計処理の変更 

  

 
  

項目
第15期

(自 平成16年６月１日
至 平成17年５月31日)

第16期
(自 平成17年６月１日
至 平成18年５月31日)

８ ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法

  金利スワップについては、特例処

理の要件を満たしておりますの

で、特例処理を採用しておりま

す。

① ヘッジ会計の方法

同左

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段…金利スワップ 

  ヘッジ対象…借入金の利息

② ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

③ ヘッジ方針

  借入金の金利変動リスクを回避す

る目的で金利スワップ取引を行っ

ており、ヘッジ対象の識別は個別

契約毎に行っております。

③ ヘッジ方針

同左

④ ヘッジ有効性評価の方法

  特例処理によっている金利スワッ

プについては、有効性の評価を省

略しております。

④ ヘッジ有効性評価の方法

同左

９ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理方法 

 税抜方式によっております。

消費税等の会計処理方法

同左

第15期
(自 平成16年６月１日
至 平成17年５月31日)

第16期
(自 平成17年６月１日
至 平成18年５月31日)

――― (固定資産の減損に係る会計基準) 

 当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」

(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」(企業会計審議会 平成14年８月９日))及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準

委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第６

号)を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。

(貸借対照表「純資産の部」の表示) 

 当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」(企業会計基準第５号)および「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」

(企業会計基準適用指針第８号)に基づいて貸借対照表を

作成しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は6,831,800千

円であります。 

 なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度にお

ける貸借対照表の純資産の部については、改正後の財務

諸表等規則により作成しております。



表示方法の変更 

  

 
  

第15期
(自 平成16年６月１日
至 平成17年５月31日)

第16期
(自 平成17年６月１日
至 平成18年５月31日)

前期においては、役務収益に係る営業債権を「営業未

収金」(当期末残高 1,843,751千円)とし、商品売上に

係る営業債権を「売掛金」(当期末残高 838,922千円)

として表示しておりましたが、当社の取扱商材、販売形

態の多様化等により、両者を区別して表示する必然性が

低下したため、明瞭表示の観点から、当期より、両者を

まとめて「売掛金」として表示しております。

また、役務収益に対応する営業債務を「営業未払金」

(当期末残高 1,139,733千円)とし、商品仕入に係る営

業債務を「買掛金」(当期末残高 631,085千円)として

表示しておりましたが、当社の取扱商材、販売形態の多

様化等により、両者を区別して表示する必然性が低下し

たため、明瞭表示の観点から、当期より、両者をまとめ

て「買掛金」として表示しております。

―――

「証券取引法等の一部を改正する法律」(平成16年法

律第97号)が平成16年６月９日に公布され、平成16年12

月１日より適用となることおよび「金融商品会計に関す

る実務指針」(会計制度委員会報告第14号)が平成17年２

月15日付で改正されたことに伴い、当事業年度から投資

事業有限責任組合およびそれに類する組合への出資(証

券取引法第２条第２項により有価証券とみなされるも

の)を投資有価証券と表示する方法に変更いたしまし

た。

なお、当事業年度の投資有価証券に含まれる当該出資

の額は、395,874千円であります。



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

 
  

第15期 
(平成17年５月31日)

第16期
(平成18年５月31日)

 

 

※１ 関係会社に対する資産および負債には区分掲記さ

れたものの他、次のものがあります。

   (資産)

短期貸付金 900,000千円

立替金 268,655千円

   (負債)

買掛金 995,080千円
 

※１ 関係会社に対する資産および負債には区分掲記さ

れたものの他、次のものがあります。

   (資産)

売掛金

未収入金

短期貸付金

1,273,881千円

942,941千円

960,000千円

立替金 376,434千円

   (負債)

買掛金

未払金

785,637千円

582,546千円

※２ 会社が発行する株式および発行済株式の総数

授権株式数 普通株式 364,320株

発行済株式の総数 普通株式 102,652株

※２        ───

※３ 自己株式の保有数

普通株式 1,000株

※３        ───

 ４ 配当制限

   有価証券の時価評価により、純資産額が270,151

千円増加しております。

   なお、当該金額は商法施行規則第124条第３号の

規定により、配当に充当することが制限されてお

ります。

 ４        ───

 ５ 当社においては、運転資金の効率的な調達を行う

ために取引銀行４行と貸出コミットメント契約を

締結しております。これら契約に基づく当期末の

借入未実行残高は次のとおりであります。

   貸出コミットメントの総額 6,000,000千円

   借入実行残高 － 千円

         差引額 6,000,000千円

 ５ 当社においては、運転資金の効率的な調達を行う

ために取引銀行５行と貸出コミットメント契約を

締結しております。これら契約に基づく当期末の

借入未実行残高は次のとおりであります。

   貸出コミットメントの総額 8,000,000千円

   借入実行残高 2,500,000千円

         差引額 5,500,000千円

 ６ 平成15年８月28日開催の定時株主総会において下

記の欠損てん補を行っております。

資本準備金   560,737千円

６        ───

 ７ 偶発債務

  債務保証

   次の関係会社について、債務保証を行っておりま

す。

会社名 金額 備考

株式会社ネク

サスファイナ

ンス

5,000,000千円 銀行借入

829,243千円 リース債務

株式会社音空 413,063千円

リース債務

及び割賦債

務

合計 6,242,306千円



(損益計算書関係) 

  

 
  

追加情報 

 
  

第15期
(自 平成16年６月１日
至 平成17年５月31日)

第16期
(自 平成17年６月１日
至 平成18年５月31日)

 

※１ 他勘定振替高の内容は次のとおりであります。

商品評価減分(特別損失へ振替) 187,455千円

事務機器社内使用分 
(器具備品へ振替)

41,799千円

その他 8,662千円

計 237,917千円

※１ 他勘定振替高の内容は次のとおりであります。

子会社清算に伴う譲受 

（商品へ振替）
△198,185千円

商品廃棄分(特別損失へ振替) 10,161千円

事務機器社内使用分
(器具備品へ振替)

1,156千円

棚卸資産評価損 2,130千円

その他 9,108千円

計 △175,628千円

 

※２ 各勘定科目に含まれている関係会社に対するもの

は次のとおりであります。

商品仕入高 278,490千円

支払手数料 7,456,719千円

レンタル料収入 47,683千円

 

※２ 各勘定科目に含まれている関係会社に対するもの

は次のとおりであります。

商品仕入高 932,147千円

支払手数料

商品売上

受取手数料
受取配当金
貸倒損失

11,989,450千円

753,835千円

4,557,565千円
188,120千円
696,609千円

※３ 過年度法人税、住民税及び事業税
当期において税務調査を受け、大阪国税局より更 

   正を受ける予定の追加税額であります。

第15期
(自 平成16年６月１日
至 平成17年５月31日)

第16期
(自 平成17年６月１日
至 平成18年５月31日)

――― ※４  当社は、当期よりグループ経営体制の構築に取

組んでおります。これに伴い当事業年度より子会

社から間接業務に対する業務受託手数料収入が生

じております。

 当該業務受託手数料収入については、「２受取

手数料」に4,517,874千円含めております。



(株主資本等変動計算書関係) 

  

 
  

第16期
(自 平成17年６月１日
至 平成18年５月31日)

 

 自己株式の種類及び株式数に関する事項

前期株式数(株)
当期増加株式
数(株)

当期減少株
式数(株) 当期末株式数(株)

自己株式
 普通株式 1,000 2,000 ─ 3,000
(注)自己株式の株式数の増加2,000株は、旧商法第211条ノ３第１項第２号の規定に基づく市場買付による増加であ 
  ります。



(リース取引関係) 

  

 
  

第15期
(自 平成16年６月１日
至 平成17年５月31日)

第16期
(自 平成17年６月１日
至 平成18年５月31日)

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額および期末残高相当額

取得価額 
相当額 
(千円)

減価償却累
計額相当額 
(千円)

期末残高
相当額 
(千円)

器具備品 1,350,451 442,333 908,117

ソフトウェア 205,635 53,007 152,628

合計 1,556,087 495,340 1,060,746

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額および期末残高相当額

取得価額
相当額 
(千円)

減価償却累
計額相当額 
(千円)

期末残高 
相当額 
(千円)

器具備品 443,153 144,177 298,975

ソフトウェア 216,107 95,181 120,926

合計 659,261 239,359 419,902

 ② 未経過リース料期末残高相当額

１年内 207,655千円

１年超 858,865千円

合計 1,066,521千円

 ② 未経過リース料期末残高相当額

１年内 130,268千円

１年超 295,277千円

合計 425,545千円

 ③ 支払リース料、減価償却費相当額および支払利息

相当額

支払リース料 220,500千円

減価償却費相当額 213,712千円

支払利息相当額 8,038千円

 ③ 支払リース料、減価償却費相当額および支払利息

相当額

支払リース料 213,484千円

減価償却費相当額 206,271千円

支払利息相当額 8,362千円

 ④ 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

 ④ 減価償却費相当額の算定方法

同左

 ⑤ 利息相当額の算定方法

   リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。

 ⑤ 利息相当額の算定方法

同左

 

２ オペレーティング・リース取引

  未経過リース料

１年以内 11,959千円

１年超 2,101千円

合計 14,060千円
 

２ オペレーティング・リース取引

  未経過リース料

１年以内 776千円

１年超 －千円

合計 776千円

(減損損失について)
リース資産に配分された減損損失はありません。



次へ 

(有価証券関係) 

前事業年度 

第15期(平成17年５月31日) 

子会社株式および関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

当事業年度 

第16期(平成18年５月31日) 

子会社株式および関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 



次へ 

(税効果会計関係) 

  

 
  

第15期 
(平成17年５月31日)

第16期
(平成18年５月31日)

 

１ 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳

繰延税金資産(流動)

 貸倒引当金損金算入限度超過額 35,086千円

 未払事業税 119,075千円

 賞与引当金損金算入限度超過額 105,550千円

 未払費用 69,470千円

 解約金 60,453千円

 たな卸資産評価損 75,267千円

 その他 9,066千円

繰延税金資産(流動)小計 473,969千円

評価性引当額 －千円

繰延税金資産(流動)合計 473,969千円

繰延税金負債(流動)

 特別償却準備金 －千円

 繰延税金負債(流動)合計 －千円

 繰延税金資産の純額 473,969千円

繰延税金資産(固定)

 役員退職慰労引当金 70,234千円

 退職給付引当金損金算入限度超過 
 額

61,258千円

 解約金 65,560千円

 減価償却費否認額 83,629千円

 その他 5,172千円

繰延税金資産(固定)小計 285,854千円

評価性引当額 △130,873千円

繰延税金資産(固定)合計 154,981千円

繰延税金負債(固定)

 特別償却準備金 △9,225千円

 その他有価証券評価差額金 △184,955千円

繰延税金負債(固定)合計 △194,180千円

繰延税金負債の純額 △39,199千円
 

１ 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳

繰延税金資産(流動)

 貸倒引当金損金算入限度超過額 956,946千円

 未払費用 42,958千円

 解約金 65,560千円

 たな卸資産評価損 49,560千円

繰延税金資産(流動)小計 1,115,026千円

評価性引当額 △1,115,026千円

繰延税金資産(流動)合計 －千円

繰延税金負債(流動)

 特別償却準備金 －千円

 繰延税金負債(流動)合計 －千円

 繰延税金資産の純額 －千円

繰延税金資産(固定)

 役員退職慰労引当金 84,437千円

 関係会社株式評価損 881,230千円

退職給付引当金損金算入限度
 超過額

36,559千円

 減価償却費否認額 55,429千円

 繰越欠損金 731,520千円

 その他 5,179千円

繰延税金資産(固定)小計 1,794,356千円

評価性引当額 △1,794,356千円

繰延税金資産(固定)合計 －千円

繰延税金負債(固定)

 特別償却準備金 △4,612千円

 その他有価証券評価差額金 △180千円

繰延税金負債(固定)合計 △4,793千円

繰延税金負債の純額 △4,793千円

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.6％

調整

評価性引当額 △7.4％

住民税均等割額 1.8％

交際費等 0.4％

IT減税による税額控除 △3.3％

その他 △1.6％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 30.5％

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

   税引前当期純損失を計上した為、当該事項の記載

を省略しております。



(１株当たり情報) 

  

 
(注) １株当たり当期純利益又は当期純損失および潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下の

とおりであります。 

  

 
  

第15期
(自 平成16年６月１日
至 平成17年５月31日)

第16期
(自 平成17年６月１日
至 平成18年５月31日)

１株当たり純資産額 104,935円26銭 １株当たり純資産額 52,326円 90銭

１株当たり当期純利益 21,376円07銭 １株当たり当期純損失 59,634円 02銭

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

20,926円21銭
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

       ─

 当社は、平成16年７月20日付で普通株式１株に対し、

普通株式３株の割合で株式分割を行いました。

 前期首に当該株式分割が行われたと仮定した場合に
おける(１株当たり情報)の各数値は以下のとおりであ
ります。

１株当たり純資産額 88,964円71銭

１株当たり当期純利益 12,929円01銭

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

12,262円08銭

なお、潜在株式調整後1株当たり当期純利益について
は、1株当たり当期純損失であるため記載をしておりま
せん。

第15期
(自 平成16年６月１日
至 平成17年５月31日)

第16期
(自 平成17年６月１日
至 平成18年５月31日)

損益計算書上の当期純利益又は 
当期純損失（△）

(千円) 2,196,804 △6,011,049

普通株式に係る当期純利益又は 
当期純損失（△）

(千円) 2,175,804 △6,011,049

普通株主に帰属しない金額の主要な 
内訳 
 利益処分による役員賞与金

(千円) 21,000 ─

普通株主に帰属しない金額 (千円) 21,000 ─

普通株式の期中平均株式数 (株) 101,787 100,799

潜在株式調整後１株当たり当期純利益
の算定に用いられた当期純利益調整額
の主要な内訳

 当期純利益調整額 (千円) ― ―

潜在株式調整後１株当たり当期純利益
の算定に用いられた普通株式増加数の
主要な内訳

 新株引受権 
 新株予約権

(株)
969
1,219

─
─

普通株式増加数 (株) 2,188 ─

希薄化効果を有しないため、潜在株式
１株当たり当期純利益の算定に含まれ
なかった潜在株式の概要

新株予約権方式による
ストックオプション 
(新株予約権 1,460個)

─



前へ 

(重要な後発事象) 

  

 

第15期
(自 平成16年６月１日
至 平成17年５月31日)

第16期
(自 平成17年６月１日
至 平成18年５月31日)

 当社は平成17年６月１日付にて、下記のとおり当社の

ウェブ事業部門を会社分割(分社型新設分割)し、当該事

業を当社が新設する株式会社ネクサスウェブマーケティ

ングに承継いたしました。

 なお、会社分割に関する事項の概要は以下のとおりで

あります。

 ① 会社分割の目的

   ウェブ事業分野におきましては、インターネット

のブロードバンド化、３Ｇ（第三世代）携帯電話の

普及といった技術環境の急速な変化や、それに対応

して成長・発展を続けるインターネット広告・Ｅコ

マースの台頭といっためまぐるしい事業環境の変化

に直面しており、さらなる事業専門性の追求、新た

な顧客ニーズの把握、それに対応した迅速な意思決

定が求められております。このような経営環境に対

応するため経営資源を集約し、より機動的な意思決

定を行うことによって、ウェブ事業の成長スピード

を速めることを目的としております。

 ② 分割期日

    平成17年６月１日

────

 

 ③ 分割会社の概要

    商号    株式会社ネクサスウェブマーケテ

ィング

    資本金   95,000千円

    事業内容  インターネット広告代理業、ウェ

ブ媒体企画・開発及びＥ－コマー

スの運営

    本社所在地 大阪市中央区農人橋一丁目１番22

号

 ④ 主な譲渡資産、負債の項目および金額

(平成17年６月１日)

項目
金額 
(千円)

項目
金額 
(千円)

流動資産 145,638 固定負債 4,396

固定資産 425,141

計 570,779 計 4,396



④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

有価証券の金額が資産総額の100分の１以下であるため、財務諸表等規則第124条の規定により記載

を省略しております。 

  

  



【有形固定資産等明細表】 

  

 
(注) １  器具備品の主な増加はパソコン等の購入108,746千円によるものであり、主な減少は営業所・営業拠点等の

閉鎖による除却135,559千円です。 

２ 建設仮勘定の主な増減は音楽スタジオおよびネットカフェの店舗開設によるものです。 

３ ソフトウェアの主な増加はＮコレ構築費218,583千円によるものであり、主な減少は会社分割による振替

416,563千円です。 

４ 長期前払費用の主な減少はサーバー機器のリース解約622,194千円によるものです。 

  

資産の種類
前期末残高
(千円)

当期増加額 
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額 
又は償却 
累計額(千円)

当期償却額 
(千円)

差引当期末
残高 
(千円)

有形固定資産

 建物 264,205 69,126 54,492 278,840 146,397 47,150 132,442

 器具備品 1,130,275 150,338 169,318 1,111,295 647,729 253,762 463,565

 建設仮勘定 60,693 218,269 278,963 ― ― ― ―

有形固定資産計 1,455,174 437,735 502,774 1,390,135 794,127 300,913 596,008

無形固定資産

 ソフトウェア 1,211,852 371,353 573,702 1,009,502 356,003 116,614 653,499

 ソフトウェア仮勘定 ― 23,179 ― 23,179 ― ― 23,179

 その他 68,693 25,800 34,320 60,173 25,161 11,941 35,012

無形固定資産計 1,280,546 420,333 608,022 1,092,856 381,165 128,555 711,691

長期前払費用 898,847 25,916 851,991 72,773 26,882 55,664 45,890

繰延資産

― ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―



【引当金明細表】 

  

 
(注) 貸倒引当金の減少額(その他)は債権回収および債権額減少に伴う戻入額です。 

賞与引当金の減少額(その他)は前期末残高と賞与支給金額との差額等です。 

区分
前期末残高 
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用) 
(千円)

当期減少額
(その他) 
(千円)

当期末残高 
(千円)

貸倒引当金 187,772 2,445,728 2,929 137,051 2,493,520

賞与引当金 259,720 ― 241,186 18,534 ―

役員退職慰労引当金 172,820 43,348 8,400 ― 207,768



(2) 【主な資産および負債の内容】 

① 資産の部 

イ 現金及び預金 

  

 
  

ロ 受取手形 

イ 相手先別内訳 

  

 
  

ロ 期日別内訳 

  

 
  

区分 金額(千円)

現金 8,227

預金の種類

当座預金 510,541

普通預金 4,426,067

定期預金 1,140,122

郵便貯金 859

別段預金 822

計 6,078,413

合計 6,086,641

相手先 金額(千円)

渋谷工業㈱ 12,750

計 12,750

期日別 金額(千円)

平成18年６月満期 12,750

計 12,750



ハ 売掛金 

相手先別内訳 

  

 
  

売掛金の発生および回収ならびに滞留状況 

  

 
(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用していますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

  

ニ 商品 

  

 
  

ホ 未収入金 

  

 
  

相手先 金額(千円)

㈱ネクサスビジネスソリューション 959,523

ＢＢテクノロジー㈱ 310,664

ＮＥＣリース㈱ 187,541

㈱ジェイコミュニケーション 173,061

三洋電機クレジット㈱ 168,836

その他 862,424

計 2,662,032

前期繰越高 
 
(Ａ) 
(千円)

当期発生高 
 
(Ｂ) 
(千円)

当期回収高
 
(Ｃ) 
(千円)

次期繰越高
 
(Ｄ) 
(千円)

回収率(％)

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)
２
(Ｂ)
365

2,682,673 26,920,327 26,980,968 2,662,032 91.14 36.23

品目 金額(千円)

パソコン・ＯＡ機器等 286,107

携帯電話等 123,012

セキュリティー商品 104,937

その他 93,247

計 607,305

相手先 金額(千円)

㈱ネクサスビジネスソリューション 670,000

㈱ネクサスウェブマーケティング 250,000

その他 71,992

計 991,992



ヘ 短期貸付金 

  

 
  

ト 関係会社株式 

 
  

チ 差入保証金 

  

 
  
  

  

相手先 金額(千円)

㈱ネクサスウェブマーケティング 600,000

㈱音空 250,000

㈱ディーアシスト 60,000

㈱エヌズスタッフ 50,000

計 960,000

区分 金額(千円)

（子会社株式） 
㈱ネクサスファイナンス 1,038,928

㈱パーソナルワン 60,000

㈱ネクサスリアルティ 14,000

（関連会社） 
㈱ゴルフスタジアム 150,000

ブリーズウェイ㈱ 100,000

ＳＢＩプロモ㈱ 48,000

その他 49,000

計 1,459,928

区分 金額(千円)

賃貸保証金 910,592

営業保証金 443,132

計 1,353,725



② 負債の部 

イ 買掛金 

  

 
  

ロ 短期借入金 

 
  

ハ 一年以内返済予定長期借入金 

  

 
  

相手先 金額(千円)

㈱ネクサスビジネスソリューション 385,451

㈱ネクサスプロモーションアンドマーケティング 188,905

㈱ジェイコミュニケーション 171,097

㈱パーソナルワン 147,933

㈱ネクサスサービスマネジメント 63,347

その他 302,435

計 1,259,171

相手先 金額(千円)

㈱三井住友銀行 1,000,000

㈱りそな銀行 1,500,000

計 2,500,000

区分 金額(千円)

㈱りそな銀行 268,000

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 246,400

㈱みずほ銀行 218,000

㈱三井住友銀行 100,000

㈱あおぞら銀行 79,000

計 911,400



ニ 未払金 

  

 
  

ホ 未払法人税等 

  

 
  

ヘ 長期借入金 

 
  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

区分 金額(千円)

㈱ネクサスウェブマーケティング 445,463

㈱ネクサスサービスマネジメント 121,905

グローバル・ウェブ・ジャパン㈱ 94,500

新日鉄ソリューションズ㈱ 78,503

従業員給与 70,402

その他 310,282

計 1,121,057

区分 金額(千円)

法人税、住民税及び事業税 132,379

計 132,379

区分 金額(千円)

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 250,400

㈱みずほ銀行 248,000

㈱りそな銀行 234,000

㈱三井住友銀行 175,000

計 907,400



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
（注） 平成18年８月30日開催の第16期定時株主総会において、定款を一部変更し、公告方法を電子公告に変更して

おります。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告をすることができない場合は、日本経済新

聞に掲載いたします。 

 なお、電子公告は当社ホームページに掲載いたします。 

当社ホームページ  http://www.nexus.co.jp/ 

  

決算期 ５月31日

定時株主総会 事業年度終了後３ヶ月以内

基準日 ５月31日

株券の種類 １株券 10株券 50株券

中間配当基準日 11月30日

１単元の株式数 ―

株式の名義書換え

  取扱場所
大阪市中央区北浜二丁目２番21号
中央三井信託銀行株式会社 大阪支店

  株主名簿管理人
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社

  取次所
中央三井信託銀行株式会社 本店および全国各支店
日本証券代行株式会社 本店および全国各支店

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 無料

単元未満株式の買取り

  取扱場所 ―

  株主名簿管理人 ─

  取次所 ―

  買取手数料 ―

公告掲載方法 日本経済新聞(注)

株主に対する特典
中間期末日現在の所有株式数１株以上所有の株主に対して、一律に、当社子会社のＥ
コマースサイトで利用可能なポイントを3,000ポイント(3,000円相当)進呈いたしま
す。



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1)
自己株券買付 
状況報告書

報告期間
自 平成17年５月１日 
至 平成17年５月31日

平成17年６月８日 
近畿財務局長に提出。

(2)
自己株券買付 
状況報告書

報告期間
自 平成17年６月１日 
至 平成17年６月30日

平成17年７月11日 
近畿財務局長に提出。

(3) 臨時報告書

証券取引法第24条の5第4項及び企業内
容等の開示に関する内閣府令第19条第2
項第4号(主要株主の異動)の規定に基づ
くもの

平成17年８月１日 
近畿財務局長に提出。

(4)
自己株券買付 
状況報告書

報告期間
自 平成17年７月１日 
至 平成17年７月31日

平成17年８月９日 
近畿財務局長に提出。

(5)
有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第15期)

自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日

平成17年８月26日 
近畿財務局長に提出。

(6)
自己株券買付 
状況報告書

報告期間
自 平成17年８月１日 
至 平成17年８月31日

平成17年９月６日 
近畿財務局長に提出。

(7) 有価証券報告書の 
訂正報告書

事業年度 
(第15期)

自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日

平成17年９月６日 
近畿財務局長に提出。

(8)
自己株券買付 
状況報告書

報告期間
自 平成17年９月１日 
至 平成17年９月30日

平成17年10月19日 
近畿財務局長に提出。

(9)
自己株券買付 
状況報告書

報告期間
自 平成17年10月１日 
至 平成17年10月31日

平成17年11月11日 
近畿財務局長に提出。

(10)
自己株券買付 
状況報告書

報告期間
自 平成17年11月１日 
至 平成17年11月30日

平成17年12月７日 
近畿財務局長に提出。

(11)
自己株券買付 
状況報告書

報告期間
自 平成17年12月１日 
至 平成17年12月31日

平成18年１月６日 
近畿財務局長に提出。

(12)
自己株券買付 
状況報告書

報告期間
自 平成18年１月１日 
至 平成18年１月31日

平成18年２月６日 
近畿財務局長に提出。

(13)半期報告書
(第16期中) 自 平成17年６月１日 

至 平成17年11月30日
平成18年２月20日 
近畿財務局長に提出。

(14)自己株券買付 
状況報告書

報告期間 自 平成18年2月１日 
至 平成18年2月28日

平成18年３月６日 
近畿財務局長に提出。

(15)自己株券買付 
状況報告書

報告期間 自 平成18年3月１日 
至 平成18年３月31日

平成18年４月６日 
近畿財務局長に提出。

(16)自己株券買付 報告期間 自 平成18年4月１日 平成18年５月８日 



 
  

  

  

状況報告書 至 平成18年4月30日 近畿財務局長に提出。

(17)臨時報告書
証券取引法第24条の５第４項及び企業
内容等の開示にかんする内閣府令第19
条第２項第３号の規定に基づくもの

平成18年５月９日 
近畿財務局長に提出。

(18)有価証券届出書 第三者割当増資に伴う新株式の発行 平成18年５月12日
近畿財務局長に提出。

(19)臨時報告書

証券取引法第24条の5第4項及び企業内
容等の開示に関する内閣府令第19条第2
項第4号(主要株主の異動)の規定に基づ
くもの

平成18年５月30日
関東財務局長に提出。

(20)自己株券買付 
状況報告書

報告期間 自 平成18年5月１日 
至 平成18年5月31日

平成18年６月５日 
関東財務局長に提出。

(21)自己株券買付 
状況報告書

報告期間 自 平成18年6月１日 
至 平成18年6月30日

平成18年７月５日 
関東財務局長に提出。

(22)自己株券買付 
状況報告書

報告期間 自 平成18年7月１日 
至 平成18年7月31日

平成18年８月７日 
関東財務局長に提出。



該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の監査報告書 
  

平成17年８月25日

株式会社ネクサス 

取締役会 御中 

  新日本監査法人 
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げ

られている株式会社ネクサスの平成16年６月１日から平成17年５月31日までの連結会計年度の連結財務

諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算

書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ること

を求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに

経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んで

いる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に準拠して、株式会社ネクサス及び連結子会社の平成17年５月31日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表

示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

  

以  上
  

指定社員
公認会計士 寺 澤   豊  ㊞

業務執行社員

指定社員
公認会計士 市 田   龍  ㊞

業務執行社員

指定社員
公認会計士 渡 部   健  ㊞

業務執行社員

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 

  

平成18年８月30日

株式会社ネクサス 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社ネクサスの平成17年６月１日から平成18年５月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、す

なわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及

び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社ネクサス及び連結子会社の平成18年５月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているも

のと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  高  橋  嗣  雄  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  市  田     龍  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  渡  部     健  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
  

平成17年８月25日

株式会社ネクサス 

取締役会 御中 

  新日本監査法人 
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げ

られている株式会社ネクサスの平成16年６月１日から平成17年５月31日までの第15期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求

めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営

者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当

監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社ネクサスの平成17年５月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経

営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

  

以  上
  

指定社員
公認会計士 寺 澤   豊  ㊞

業務執行社員

指定社員
公認会計士 市 田   龍  ㊞

業務執行社員

指定社員
公認会計士 渡 部   健  ㊞

業務執行社員

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 

  

平成18年８月30日

株式会社ネクサス 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社ネクサスの平成17年６月１日から平成18年５月31日までの第16期事業年度の財務諸表、すな

わち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社ネクサスの平成18年５月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 
  

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  高  橋  嗣  雄  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  市  田     龍  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  渡  部     健  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。
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